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研究概要  

１．はじめに（研究背景等） 

「ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs）」の目標達成期限を迎え、MDGsの達成状況を

確認するともに、MDGs後 の目標のあり方についての政策論 議が世 界各 地 で活発に行われてきた。それらの議

論は、ポスト2015年開発目標に関する諮問グループである国連ハイレベル・パネル、国連システムタスクチーム、

国連オープン・ワーキング・グループ、主に国連開発計画（UNDP）が主導する各種コンサルテーション会合など、

さまざまなステークホルダーを巻き込みながら積み上げられている。さらに、2012年6月に開催された国連持続可

能な開発会議（リオ+20）において「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）」を設定する

ことが議論され、ポスト2015年開発目標はMDGsの内容を一定程度引き継ぎつつも、開発のみならずそれと密接

に関連したものとして環境や防災などの分野も含められることとなった。2015年9月に国連本部において「国連持

続可能な開発サミット」が開催され、193の加盟国によって「持続可能な開発のための2030アジェンダ」が正式採

択されることとなった。2030アジェンダが掲 げるSDGsには17の目 標 と169のターゲットから構 成されている。この

2030アジェンダは、国際社会が2030年までに貧困を撲滅し持続可能な開発を実現するための指針であり、目標

達成に向けて途上国、先進国を問わずにあらゆる開発レベルの国々の取り組みが求められている。  

もとより、持続可能な開発をめぐる諸課題は人々の生活や生存に密接に関係している。ポスト2015年の国際

社会において持続可能な開発を実現するためには、この世界に生きる市民一人ひとりが、主体的なアクターとな

ることが必要である。そのためには、開発をめぐる課題の研究を促進していくことや、市民一人ひとりがそれらの

課題に関する知識を学ぶ機会を充実させることが欠かせない。適切な現状認識と知識の向上を通して、human 

well-being とplanetary well-beingを高め、より持続可能な社会を実現していくことができるはずである。   

２．研究開発目的  

本研究では、「開発」の観点から教育、保健、健康、水、衛生、エネルギー等の諸分野においてこれまでいか

なる成果が挙げられているかを検証し、それらの分析結果を踏まえてポスト2015年の持続可能な開発のあり方

について包括的かつ分野横断的に理論的・実証的研究を行うことを目的とする。 

近年の開発をめぐる経済 危機、自然災害、環境問題等の複雑化する状況に対処するため、将来の世代を

も視野に入れた持続可能な開発の重要性への認識が高まっている。2000年9月の国連ミレニアムサミットにお

いて採択されたミレニアム開発目標（MDGs）の期限 を2015年に迎えるにあたり、本研究では各サブセクターに

関連するMDGsの功罪の評価を文献調査、フィールドワーク調査を通じて実証的に研究する。特にMDGsの下

の国際開発協力アプローチでは、開発 問題と環境問題が個別に扱われ関係 者の連携が十分ではなかったこ

と、他方で、環境問題が社会経済をはじめ開発課題に大きな影響を与えている点についても考察する。このよ
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うな検証を踏まえ、MDGsで積み残された課題や新たに提示された地球規模課題について各サブテーマにおけ

る諸要因の相互作用性に十分着目し、持続可能な開発目標（SDGs）の推進に向けて複合的で分野横断的な

視点 に基 づいて考察を深 める。さらに、各サブテーマ領域 の特 定課 題に関し、マクロ・ミクロ両レベルにおける

調査研究を実施し、持続的な社会や環境政策に照らしたSDGsのあり方について具体的に検討する。これらの

研究の成果から得られた結果を踏まえ、さらなる取り組みに関する政策目標と指標を科学的知見にもとづき提

示し、将来に向けた政策インプリケーションを検討する。こうした提言は、日本の国際的な環境政策のあり方を

検討するうえでも、また国際貢献という観点からも意義のあるプロジェクトであることが、研究の重要性ならびに

必要性の理由である。 

 

 

３．研究開発の方法   

（１）「教育分野におけるポスト・ミレニアム開発目標と指標の提示」に関する研究  

ポストMDGsの政策指標・目標を設定していくにあたり、これまでのMDGs達成のための多様な取組みを評価し、

その功罪について整理して課題を把握することが不可欠だとして、既存の研究レビューをおこなった。特にMDGs

の中でも教育に関連する目標として設定されている目標 2「初等教育の完全普及の達成」および目標 3「ジェンダ

ー平等推進と女性の地位向上」の達成度について､MDGsの成果と課題について検証した。また、持続可能な開

発に向けたガバナンス構築の取り組みに関して、教育の効率的、効果的な改善方法を模索する方策として住民

参加やボトムアップアプローチによる下からのアカウンタビリティを構築する取組みの研究レビューをおこなった。

これらの文献調査の結果を踏まえ、持続的な社会や環境政策に照らした「教育の質」のあり方やその妥当性を

検証するフィールドワークをケニア、カンボジア、インド等の調査対象国で実施した。 

上記文献レビュー及び現地調査による実証的研究の成果を踏まえ、持続可能な社会に貢献する教育のあり

方について国内外への政策実務者に対する提言を行った。まず、「水問題解決のための水リテラシーの重要性」

および「健康・食糧問題と教育のネクサス」の2つのポリシー・ブリーフを発表し、教育と他の地球規模課題との関

係性を踏まえた問題解決に必要なスキルやコンピテンシーについて , POST2015の目標と指標策定の実務当事

者に対する政策提言を行った。これに関連して、SDGsを効果的に実施し推進していくための教育のあり方として、

現代社会が直面する多様かつ複合的なグローバルリスクに対応するための知識やスキルを習得するための新し

い学習観と学習アプローチについて検証した。具体的には、包括的で質の高い教育と生涯学習を通じて、自身

と社会の変容を生み出す力を育み、また持続可能な社会づくりの担い手を育む教育としての「持続可能な開発

のための教育（ESD）」に焦点をあて、アジア地域における環境・開発教育や市民性教育の枠組みと現状につい

てレビューを行った。さらには、ESDに関 連する既存 の国際比較 調査の概 要 や指標を抽出 するとともに、国レベ

ルのESDの実施状況を把握するために必要な視点を検討し、ESDモニタリング指標の開発を行い、文部科学省

に対して指標案を提示し活用に向けた提案を行った。また、ESDの実践プログラムとして次世代を担う若者のリ

テラシーの向上及び周知を目指し、高校生や教員向けのワークショップや公開シンポジウムを日本やアジアで開

催した。 

 

（２）「保健・健康・衛生に関する分野におけるポスト・ミレニアム開発目標と指標の提示 」に関する研究  

保健関連MDGsの達成状況を踏まえた上で、それが達成し得た効果を直接的効果と間接的効果に分けて検

証した。特に保健関連MDGsの中に包含されなかった健康課題について検討を加えた。また、カンボジア、ハイチ、

ネパール、岩手県陸前高田市におけるフィールド調査を通じて資源環境が制約を受ける災害後のレジリエンスな

社会を保健医療の面から考察し、保健関係のSDGsのあり方について議論を積み重ねた。フィールド調査を通じ

て、現地の人々の暮らしぶり、さらに腸内細菌叢の構成、及び腸内細菌叢の構成の変化と肥満、糖尿病といっ

た「現代の疫病」流行との関連に関する研究を行った。 

これらの健康レジリエンスに関する研究成果を踏まえて「水問題解決のための水リテラシーの重要性」および

「健康・食糧問題と教育のネクサス」に関するポリシー・ブリーフを日・英両語で発表し、ポスト2015年開発アジェ

ンダの目標と指標 策定の実務当 事者に対する政策 提言を行った。水問 題や健康、食 料問 題は、環境 、経済 、

社会、教育、保健等の幅 広い視点から統合的に捉 えられるべき課題であり、そうした問題の解決に必要なスキ

ル、コンピテンシーを備え持った市民が持続可能な開発問題により適切に対処できることを、具体的な指標の提

案と併せて提言した。これに関連して、保健や食糧問題を取り上げたワークショップを一般市民や高校生を対象

に各地で開催し成熟した市民社会の環境への知見を広げた。  

 

（３）「経済開発分野におけるポスト・ミレニアム開発目標と指標の提示」に関する研究  

所得格差が教育や環境などの分野で深刻な問題を引き起こしていることを明らかにし、新たな目標として格差

是正を重視すべきことを示した。また、MDGsの進捗状況を詳細に検討することで、進捗状況の評価における問
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題点を指摘し、新たな目標の達成度や進捗状況を評価する上で有用な視点を提示した。これらの成果を踏まえ

て、持続可能な発展を実現させるための条件を明らかにした。 

第一の研究では、MDGsの主要ターゲットについて進捗状況を整理し、各国 で進捗状況がどの程度 異 なるか

を明らかにする。進捗状況 の相違の要因を明らかにし、新たな目標において重視すべき分野を示した。また、こ

れらの結 果を踏まえて、進 捗状 況の適 切な評価 方 法および各国 の分 野別ガバナンス指標を提案した。第二 の

研究では、第一の研究によって明らかになった所得格差の悪影響に注目し、所得格差がどのような弊害をもたら

しているかを計量経済分析によって定量的に明らかにした。MDGsの進捗状況を示すための指標を用いて、所得

格差がどのようなメカニズムで悪影響につながっているかを明らかにした。第三の研究では、所得格差と環境の

関係を明らかにした。日本国内のデータを用いて、所得格差が大気汚染・河 川の水質・温室効果ガス排出量な

どの指標 に与える影 響を明らかにした。また、所得 格差がどのようなメカニズムで環境劣 化に影 響しているかを

明らかにした。 

 

（４）「水、エネルギー等社会の存続に関する領域におけるポスト・ミレニアム開発目標と指標の提示 」に関する研

究  

エネルギー資源分野におけるポストMDGsと指標の提示に向けて、サステイナビリティという概念に関する議論

に関して、学術論文などを中心にして整理を行った。特に持続可能性を効率性とレジリエンスのバランスとして捉

え、レジリエンスは多様性と連結性に依存するという形で理解する可能性を検討した。  

さらに、グローバルなレベルにおいて、開放経済下におけるネットワーク型のエネルギー・システムのレジリエン

スの可能性を検討した。グローバルなサプライチェーンを介した間接的な自然資本利用の制 御を通じて、レジリ

エンスと持続可能性を確保する利用のあり方を検討した。実証面に関して、多地域間産業連関（MRIO）モデルと

構造経路分析法（SPA）を用いて、サプライチェーンに体化した自然資本利用 による環境負荷とその経路を推計

し、現実の自然資本利用のネットワーク構造が国・グローバルレベルのレジリエンスと持続可能性に及ぼす影響

を議論した。 

 

 

４．結果及び考察   

（１）「教育分野におけるポスト・ミレニアム開発目標と指標の提示」に関する研究  

MDGs の進捗に関するレビューでは、教育分野の MDGs は一部達成がみられるものの、達成状況を精査する

と地域間格差や男女格差等の問題や、MDGs に到達するために行われた施策が教育の質の低下を招くという

事態など、質的な問題が起きていることが明らかとなった。加えてジェンダー、貧困・地理・障がい・エスニシティな

ど、様々な格差が教育へのアクセス及び学習到達度の両面に影響していることが示された。また、多くの活動が

ドナー優 先 型であり、受益 者のニーズが包 括的 に考 慮されていないという指摘 もされている。「脆 弱 性を抱えた

人々（vulnerable people）」や「周辺化された人々（marginalized population）」にとって、いまだに教育へのアクセ

スが十分にできないことが最も深刻な問題になっていることが確認され持続可能で質の高い、公平かつインクル

ーシブな教育を世界中で実現するための様々な研究や実践が極めて重要となることが改めて確認された。この

ような教育のあるべき姿や学習観の転換の議論を踏まえつつ、本研究では非認知能力と認知能力の両面を捉

えるひとつのアプローチである「リテラシーズ（Literacies）」が、持続可能な開発への課題への対応に不可欠であ

ることを提示した。さらに、教育の質を改善するアプローチとしては、持続可能な開発や市民性の涵養を目的とし

た ESD が有効であることが考察された。しかしながら ESD については、その重要性の認識が普及する一方で、実

施に関する国レベルのモニタリング活動の足並みは揃っていない状況にあった。そこで本研究では、ESD のさら

なる推進にむけて、各国政府が自国の ESD の進捗状況を的確に把握し目標との客観的な比較が可能となるよ

うなモニタリング指標の必要性を認識し、既存の ESD 関連指標や国際学力調査の指標データを整理・分析し、

「ESD を通じて育むことが期待される能力（コンピテンス）」と「ESD 推進のための政策・体制」の両面からの指標

の抽出及び類型化を行い、9 項目から構成される ESD モニタリング指標を開発し今後の ESD 推進に向けた提言

を行った。 

 

 

（２）「保健・健康・衛生に関する分野におけるポスト・ミレニアム開発目標と指標の提示」に関する研究  

保健分野のMDGsの達成状況を踏まえたうえで、それらが達成し得た効果を直接的効果と間接的効果に分け

て検証した。保健関連MDGsの中に含まれなかった健康課題についても、食 料と肥満に関し現状の把握と将来

の予測を行い、ポスト2015年開発アジェンダの提言に向けて検討を加えた。同時に、健康のレジリエンスに関し

ハイチ・カンボジア、ネパール、岩手県 等で現地 調 査を行った。その結果、開 発途上国で近代化 にともなう生活

環境の変化が、現代の疫病とも呼ばれる、肥満、糖尿病、高血圧等と密接な関係を有する可能性があることが
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示された。具体的には、世界における肥満率や摂取カロリーの数値の推移を把握し、ジニ係数との比較をしたう

えで肥満と収入格差の検討を加え、経済格差が高くなるほど肥満が増えるという現状を実証した。また、小児肥

満の人口は増加傾向にあり、肥満は多くの慢性疾患の原因となっている。こうした食糧と肥満に関する理論的レ

ビュー及びフィールドワークを通じた実践的な検証結果を踏まえて、肥満や非感染性疾患に関連する指標をポス

トMDGsの指標として検討していく必要があることを示した。さらに、ポスト2015年開発アジェンダの諸課題を考え

る上で、食料・健康問題と教育との関連にも着目し、食料問題と「飢餓撲滅」・「肥満撲滅」の「栄養不良の二重

苦」を同時に解決するためには、従来型の経済成長では対応し得ず栄養と健康に関するリテラシーの向上が重

要な役割を果たすとの科学的根拠を示した。  

 

（３）「経済開発分野におけるポスト・ミレニアム開発目標と指標の提示」に関する研究  

本研究では所得格差に注目し、所得格差が経済開発分 野にとどまらず、教育・保健などの分野でも深刻な問

題を引き起こしていることについて経験的証拠を提示し、格差是正が新たな目標として重視されるべきことを示し

た。また、MDGsの達成度評価の問題点を示し、新たな目標の進捗状況を評価する上で重視すべき点を明らか

にした。3年間の研究成果は以下のように3つに分類される。 

 第一の研究では、MDGsの主要ターゲットについて進捗状況を整理した上で、各国で進捗状況がどの程度異な

るかを明らかにした。その作業により、進捗状況の相違の決定要因として所得格差が重要であることを示した。

また、進捗状況の適切な評価方法および各国のガバナンスについての指標を開発した。  

 第二の研究では、MDGsでは軽視されてきた所得格差がどのような弊害をもたらしているかを計量分析によって

明らかにした。MDGsの分野別指標を用いて、所得格差が各分野の進捗状況に与える影響を推定した。各国の

データを用いた推定により、所得格差が教育とインフラ整 備の分野で負の影響を与えていることを明らかにした。  

 第三の研究では、所得格差と環境の関係に注目し、所得格差が大気汚染などの環境指標にも影響を与えて

いることを明らかにした。ここでは、各国の制度や技術の違いによる効果を排除するため、日本国内の主要都市

のデータを利用した。二酸化硫黄・窒素酸化物・浮遊粒子状物質を大気汚染の指標とした推定により、格差が

住宅地域での大気汚染を特に悪化させていることが示された。これは、所得格差が地域住民の交渉力を低下さ

せ、効果的な環境規制の導入を妨げていることを示している。  

 

（４）「水、エネルギー等社会の存続に関する領域におけるポスト・ミレニアム開発目標と指標の提示」に関する研

究  

水、エネルギーなど社会の存続にかかわるイノベーションを、制度的な環境の下で多様な知識が異なるアクタ

ーによって生産・伝達・活用される複雑な知識変革プロセスと捉え、そのための新たな概念・方法論を開発し、国

際的な比較分析の観点から基礎的な研究を実施した。 

地球レベルでのサステイナビリティの課題として未来の環境状況に関する予測の改善、様々な環境変化の観

測システムの開発・統合・変化の予測や回避、経済・行動面での適応に加 えて、イノベーションの創出が本質的

に重要であるという認識が高まっていることを確認した。また、サステイナビリティに関わる問題の多くは対象とす

る空間が広範囲にわたるため関係する要素の間の相互依存関係が非常に複雑であり、かつ次世代を含む長期

間に関わるため不確実性が極めて大きいという特徴を明らかにした。これらを踏まえて、自然と人間が複雑な相

互作用を行うメカニズムを解明し、システム全体の持続可能性を確保することができるような形で、対応を推進し

ていく重要性を指摘した。また、サステイナビリティを理解する際に、あるシステムを様々なコンポーネントがネット

ワークを形成していると捉え、効率性とレジリエンスの間のバランスという観点からサステイナビリティを捉えること

が可能であることを示し、これまでエネルギー分野であまり議論されていなかったレジリエンスの観点からの分析

を実施した。自然資本のネットワーク・ガバナンスに向けた可能性と課題 分析を通じて、レジリエンスや持続可能

性の評価の範囲を広げ、多様性をネットワーク全体のレジリエンスや持続可能性に転換するメカニズムを新たな

ガバナンスの可 能性として提示し、こうしたガバナンスの下での個々の国の最 適戦略 の原理 を導 出した。また、

新しい定量的貿 易モデルを用いた多段階生 産ネットワークのモデルを参考にしながら、これに自然資本 の特性

に関する多様性を組み入れることの重要性を明らかにし、貿易に体化した環境負荷の定量化の試みについて、

国・産業・企業ごとの消費や生産に体化した環境負荷の総量に加えて、経路のネットワーク構造にまで対象を広

げ経路の実証分析を実施した。 

 

５．本研究により得られた主な成果   

（１）科学的意義  

持続可能な開発では、自然環境について現代世代と将来世代を通じて人間社会の基本的な存続を可能とす

る基盤システムとして捉え、その健全な機能が確保 されたうえで経済発展を追求することが可能となることが明

示されている。このような観点を踏まえ、環境政策を検討する上では、直接的に環境と関連した分野のみならず、
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経済や社会開発、健康といった「開発」に関する諸分野と環境課題の関連性をさらに検証していくことが重要で

ある。本研究では、教育、経済、健康・保健、資源・エネルギー、などの観点 から研究成果を積み上 げ、環境政

策に対する貢献を目指してきた。 

本研究では、主として教育、水、保健・健康、経済、不平等、エネルギーなどMDGsに含まれる諸分野における

「開発」の成果と残された課題を実証的に明らかにし、SDGsの推進のため、科学的証拠に基づいた諸政策に関

する提言を行った。貧困・社会的排除問題と地球環 境問題の両者は、危険社 会化と格差社会化、富の過剰と

貧困の蓄積の相互規定的対立を深刻させてきたグローバリゼーションの結果であることを明らかにした。さらに、

両問題ともに、各国にとどまらず世界システムの在り方、とくに先進国と発展途上国との深刻な矛盾・対 立を伴う

もので、今日の地球的な「双子の問題」として、21世紀に解決を迫られている基本的課題であることを突き止め

た。この背 景には、先進 国における資源浪 費が開 発途上 国の開 発に深刻な影響を及ぼし得ることへの危惧 が

ある。また、地球環境の変化による災害は、途上国の貧困層により大きな被害を与え、彼らの生活状況をさらに

悪化させているなど、地球環境問題と貧困・社会的排除問題とは、不可分の関係にあり、同時に取り組むことが

不可欠である。このような、貧困・社会的排除問題と地球環境問題に対する同時的取組を考える上で、「開発」

の観点によるSDGs目標と指標を検討する本研究は、諸領域の関連性を踏まえた環境政策の策定に大きく貢献

するものである。 

教育分野では、MDGsの中での教育分野の進捗状況と課題を整理し、教育の質の側面と公平性の問題、さら

にそれらを支えるガバナンスに焦点をあてていくことの必要性を確認した。また、持続可能で平和な未来と「世代

間・世代内の公正」を実現していくためには、すべての人々に生涯を通じて、問題解決型のコンピテンシーやスキ

ル、態度を認知・非認知能力の両面から各国、各人の文脈に即して育成していくことが不可欠であることを示 し

た。特にSDGsの複合的かつ分野横断的な目標を達成する実施手段としての教育の重要性を提示し、知識・ス

キル・能力を総合した「リテラシーズ」を備えることが、人々が各セクターの課題に適切に対処できるようになり持

続可能な開発課題を克服する上で重要であることを示した。  

保健分野では、マイクロバイオータとの共生という新たな環境知としての、身体内外の生態系と疾病の関連を

提唱し、いまだプリミティブではあるが、21世紀の健康観転換の一部を示した。また、ポスト2015年開発アジェン

ダの諸課題を考える上で、食料問題、健康問題と教育との関連にも着目し、経済格差が高くなるほど肥満が増

えるという関係性を実証した。さらには、食料問題と「飢餓撲滅」・「肥満撲滅」の二重の栄養問題を同時に解決

するためには、従来型の経済成長では対応し得ず、栄養と健康に関するリテラシーの向上が重要な役割を果た

すとの科学的根拠を示した。 

経済開 発分 野の研究では、ミレニアム開発 目標では考慮されていなかった不平等 が環 境に与 える影 響を定

量的に把握した。本研究の結果は、 (1) 不平等が環境の質を悪化させること、(2) 格差是正が住民の交渉力を

高めることで効果的な環 境規制の実現につながることを示した。これは、これまで明らかでなかった不平等の弊

害や所得格差が環境に影響を及ぼすメカニズムについて明らかにしたものである。  

さらに、水、エネルギー等など社会の存続に関する研究では、自然資本のネットワーク・ガバナンスに向けた可

能性と課題の検討を行った。本研究の意義としては、これまでのサステイナビリティにおけるレジリエンスに関す

る理論的および実証的な検討を踏まえて、レジリエンスの評価の範囲を、グローバルなサプライチェーンにおける

間接的な自然資 本利用とそのネットワーク構造にまで広げて検討したことが挙げられる。次に、新たなガバナン

スの可能性の提示として、多様性をネットワーク全体のレジリエンスや持続可能性に転換するメカニズムと、こう

したガバナンスの下での適応戦略を導出した。加えて、国際貿易理論とネットワーク理論の融合の試みとして自

然資本の特性に関する多様性を組み入れることの重要性を明らかにしたこと。そして最後に、貿易に体化した環

境負荷の定量化の試みについて、国・産業・企業ごとの消費や生産に体化した環境負荷の総量に加えて、経路

のネットワーク構造にまで対象を広げ経路の実証分析を可能とした点が挙げられる。 

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞ 

教育分野の研究成果として、持続可能な開発のための教育（ESD）の各国レベルの実施状況を把握するため

のモニタリング指標の開発が挙げられる。地球的視野をもって、持続可能な社会を揺るがす問題の解決を全体

論的 に思 考し、さらに自己 変容は社 会変 容のための行動 につなげようとする学 習アプローチであるESDの推進

は、SDGs目標４においても明示されている。本 研究 ではESDの概念やESDを構成する領 域について分 析し、持

続可能な開発に関する価値観、体系的な思考力、批判力、情報分析力、コミュニケーション能力といったESDを

通じて育むべき能力の習得状況を国レベルで的確に把握し効果的な政策を実践するためのモニタリング指標を

開発し提案した。これらのESDモニタリング指標は、文部科学省中央教育審議会 のESD特別部会において提案

され、文部科学省において活用方法等が検討されている。 
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＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

教育 分野 の研 究成 果としては、上述の持 続可 能な開発のための教 育（ESD）の各国レベルの実施 状況 を把

握するためのモニタリング指標が、国レベルのESDの実施状況を把握するために必要な視点として、今後日本を

はじめ各国行政レベルで活用されることが期待できる。 

経済開発分野の研究成果としては、日本の都市レベルのデータを用いてSDGsの目標10「格差是正」が環境

の質改善につながるという経験的証拠を示した。また、ここで明らかとなった格差是正が環境改善につながるメカ

ニズムは、強い住民の交渉力が効果的な環境規制の導入に不可欠であることを示唆している。住民の交渉力を

強化するには、SDGsの目標1「貧困削減」、目標4「教育」、目標16「ガバナンス」の進捗状況も影響する。環境ク

ズネッツ曲線を用いた分析結果から、転換点の右側で経済発展と環 境の質改善が両立することを示している。

言い換えれば、転換点の右側では持続可能な開発が可能といえる。また、転換点の位置を左に移動させること

ができれば、経済発展と環境の改善が両立する範囲が広くなる。本研究の成果は、住民の交渉力の強化によっ

て転換点の位置が左に移動することを示している。SDGsの目標1「貧困削減」、目標4「教育」、目標16「ガバナン

ス」のいずれも、住民の交渉力強化につながり、転換点を左に移動させる。このように、SDGsの各目標達成への

努力に相乗効果があることが明らかとなった。本研究は、このようなSDGsの目標間の相乗効果を明らかにしたこ

とで、持続可能な発展のためのより有効で効率的な環境政策立案に貢献するものである。  

エネルギー分野の研究成果としては、１）経路の多様性や、経路上の個々の自然資本の多様性など、構成要

素の多様性をネットワーク全体のレジリエンスに転換する新たなネットワーク・ガバナンスのメカニズムや、２）こう

したガバナンスの下での個々の国の最適戦略の原理、特に、ネットワーク上の環境変化に応じて適応的に特化

のパターンを変えるポリバレントな戦略原理を抽出すること、さらに、３）現実のサプライ・チェーンを最適ネットワー

クの観点から評価する基準と指標を確立すること、などが今後行政において活用が期待される。  
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S-11-3 開発の観点からの目標と指標の提示  

 

（１）教育分野におけるポスト・ミレニアム開発目標と指標の提示  

 

東京大学  北村 友人  

 

＜研究協力者＞  

東京大学  山﨑瑛莉・林  真樹子（平成25年5月〜平成27年9月）・  

興津妙子（平成26年9月～平成27年9月）・八木恵里子（平成27年5月〜）  

国際基督教大学 西村幹子、Mark Langager  

東京都市大学  佐藤真久  

大阪大学  川口純  

名古屋大学 荻巣崇世  

ジョージ・ワシントン大学  James Williams 

 

   平成25～27年度累計予算額：93,023千円（うち平成27年度：30,296千円）  

                    予算額は、間接経費を含む。  

 

［要旨］  

本研究はポスト2015年の新たな目標と指標を提示するため、教育分野においてどのような課題

を解決するための目標や指標が求められているかを明らかにするとともに、教育活動そのものが

開発目標を促進するために果たす役割の重要性を提示することを目的として実施された。  

MDGsの進捗に関する文献レビューでは、教育分野のミレニアム開発目標は一部達成がみられる

ものの、達成状況を精査すると地域間格差や男女格差等の問題や、ミレニアム開発目標に到達す

るために行われた施策が教育の質の低下を招くという事態など、質的な問題が起きていることが

明らかとなった。加えてジェンダー、貧困・地理・障がい・エスニシティなど、様々な格差が教

育へのアクセス及び学習到達度の両面に影響していることが示された。これらのレビューを通じ

て、グローバル化が進展し、環境問題、富の偏在化や異文化間の摩擦等の問題が深刻化する中、

持続可能で質の高い、公平かつインクルーシブな教育を世界中で実現するための様々な研究や実

践が極めて重要となることを確認した。  

このような教育のあるべき姿や学習観の転換の議論を踏まえた上で、本研究では非認知能力と

認知能力の両面を捉えるひとつのアプローチである「リテラシーズ（Literacies）」を備えること

が、持続可能な開発への課題への対応に不可欠であることを提示した。さらに、教育の質を改善

するアプローチとしては、持続可能な開発や市民性の涵養を目的とした持続可能な開発（ESD）が

有効であることが考察された。本研究では、ESDのさらなる推進にむけて、各国政府が自国のESD

の進捗状況を的確に把握し目標との客観的な比較が可能となるようなモニタリング指標の必要性

を認識し、「ESDを通じて育むことが期待される能力（コンピテンス）」と「ESD推進のための政

策・体制」の両面に関連する指標から構成される国レベルのESDモニタリング指標を開発し今後の

ESD推進に向けた提言を行った。  
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［キーワード］    

リテラシーズ、持続可能な開発のための教育（Education for Sustainable Development）、シティ

ズンシップ、インクルーシブ、公平性（Equity） 

 

 

１．はじめに  

 ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs）は,2000年に開催された国連ミレニ

アムサミットにおいて合意されたミレニアム開発宣言を基に、2001年に策定された国際開発目標

である。2015年を目標達成期限として、8つの目標とそれらを達成するための具体的な21の指標（タ

ーゲット）が提示された。国際社会はMDGsの達成状況を確認するともに、MDGs後の目標のあり

方についての政策論議を世界各地で活発に行ってきた。それらの議論は、ポスト2015年開発目標

に関する諮問グループである国連ハイレベル・パネル、国連システムタスクチーム、国連オープ

ン・ワーキング・グループ、主に国連開発計画（UNDP）が主導する各種コンサルテーション会合

など、さまざまなステークホルダーを巻き込みながら積み上げられた。さらに、2012年6月に開催

された国連持続可能な開発会議（リオ+20）において「持続可能な開発目標（Sustainable Development 

Goals: SDGs）」を設定することが議論され、ポスト2015年開発目標はMDGsの内容を一定程度引

き継ぎつつも、開発のみならずそれと密接に関連したものとして環境や防災などの分野も含めら

れることとなった。2015年9月に国連本部において「国連持続可能な開発サミット」が開催され、

193の加盟国によって「持続可能な開発のための2030アジェンダ」が正式採択されることとなった。

2030アジェンダが掲げるSDGsには17の目標と169のターゲットから構成されている。この2030アジ

ェンダは、国際社会が2030年までに貧困を撲滅し持続可能な開発を実現するための指針であり、

目標達成に向けて途上国、先進国を問わずにあらゆる開発レベルの国々の取り組みが求められて

いる。  

 本研究は、以上のような開発目標の議論において、教育分野においてどのような課題を解決す

るための目標や指標が求められているか明らかにするとともに、教育活動そのものが開発目標を

促進するために果たす役割の重要性を提示することを目的として研究を実施してきた。持続可能

な開発をめぐる諸課題は人々の生活や生存に密接に関係している。ポスト2015年の国際社会にお

いて持続可能な開発を実現するためには、この世界に生きる市民一人ひとりが、主体的なアクタ

ーとなることが必要である。そのためには、開発をめぐる課題の研究を促進していくことや、市

民一人ひとりがそれらの課題に関する知識を学ぶ機会を充実させることが欠かせない。適切な現

状認識と知識の向上を通して、human well-being とplanetary well-beingを高め、より持続可能な社

会を実現していくことができるはずである。  

 

２．研究開発目的  

本テーマでは、「開発」の観点から教育、保健、健康、水、衛生、エネルギー等の諸分野にお

いて達成された成果の検証成果を踏まえつつ、持続可能な開発のあり方について包括的かつ分野

横断的に理論的・実証的研究を行うことを目的とした。そのうえで、教育分野では４つの研究課

題に取り組んだ。  
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 第一に、「開発」の観点から教育分野に関するMDGsの功罪の評価を文献調査、フィールドワー

ク調査を通じて実証的に研究した。MDGsの下の国際開発協力アプローチでは、開発問題と環境問

題が個別に扱われ関係者が十分に連携してこなかったこと、他方で、環境問題が社会経済をはじ

め開発課題に大きな影響を与えていることが科学的に実証された。これらを踏まえ、MDGsで達成

できなかった課題や新たに提示された地球規模課題について各サブテーマにおける諸要因の相互

作用性に十分着目し、SDGsの推進に向けて複合的で分野横断的な視点に基づいて考察を深めた。  

第二の研究では、各サブテーマ領域の特定課題に関し、マクロ・ミクロ両レベルにおける現地

調査を実施し、持続的な社会や環境政策に照らしたSDGsのあり方について具体的に検討した。こ

こでも、新たな目標設定においては教育の「質（quality）の向上」と「公平性（equity）・包括性

（inclusiveness）の確保」を重視すべきことを実証的に示すことを目的として、フィールドワーク

調査も行った。  

第三の研究として、これらの研究の成果から得られた結果を踏まえ、さらなる取り組みに関す

る政策目標と指標を科学的知見にもとづき提示し、政策提言を行った。こうした提言は、日本の

国際的な環境政策のあり方を検討するうえでも、また国際貢献という観点からも意義のあるプロ

ジェクトであることが、研究の重要性ならびに必要性の理由である。  

第四の研究は、SDGsを達成するための市民社会における理解を促進し、SDGs実現に寄与する人

材育成を推進するために、持続可能な開発のための教育（ESD）のアプローチを用いながら全国で

ワークショップを開発・実施することである。  

 

３．研究開発方法  

（１）MDGs評価、ポストMDGsの指標提示のための文献調査及びフィールドワークの実施を通じ

た実証的研究  

 MDGsの評価及びポストMDGsの指標の提案を目的として、主に持続可能な開発に関連する教育

目標に焦点を絞ってフィールドワーク調査を実施した。具体的には、カンボジア、インド、ケニ

アの調査対象国において、持続的な社会や環境政策に照らした教育の質やその妥当性に関する取

り組み事例フィールドワークを実施した。  

 

１）カンボジアでは、持続可能な社会に貢献する人材育成のあり方を検討するために、教育の質

とその妥当性に関する調査を実施した。調査は、カンボジアのカンポット州（社会経済的に平均

的なレベルの州）において初等教育段階から中等教育段階にかけての就学状況調査を行った。ま

た、高等教育段階における教育の質とその妥当性についても、主要大学の教員たちに対する質問

紙調査によって明らかにした。  

 

２）ケニアにおいては、持続可能でインクルーシブな基礎教育開発のためのガバナンスに焦点を

当てケニヤ・カジアドカウンティのロイトクトック県において現地調査を行った。ケニアでは、

2003年に初等教育が無償化されて以来、生徒数は増加しているものの教員雇用は増えておらず、

学校レベルにおける教育の質の低下が指摘されており、貧弱な政府の取り組みを補う形で学校レ

ベルにおけるガバナンスが注目されていたため、MDGs達成状況をふまえてポストMDGsの課題を

見出すことが可能とされた。調査では、校長・親・コミュニティの相互作業を可能にするいわば
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「協働／協治するリテラシー」とは何であるか、について、学校運営における意思決定のプロセ

スと各アクターの認識を丁寧に調査した。また、UWEZO調査を実施している地元出身のボランテ

ィア調査員が、学力調査で得た情報をいかに解釈し、地元での情報共有や質改善への動きに繋げ

るができるのか、という点に着目した。さらに、インクルーシブ教育という観点から、学校レベ

ルにおいて教員と親・コミュニティが障害児教育をどのように捉えているのかについて調査する

ことにより、インクルーシブ教育のあり方について検討することとした。  

 

３）インドではBundelkhand 地域を調査対象とし、農村において地元住民にとっての「環境レリバ

ンス」を構成する要素について検証を行った。具体的には、 Jhansi市、Mohangarth、Talbehat、及

び周辺7町村において、社会開発NGO（Parmarth Samj Sevi Sansthan）のスタッフとともに、同NGO

が、水管理等を含む様々なテーマに関して成人及び子どもに対して実施する啓蒙・教育活動の参

与観察を行った。また、初等及び前期中等学校を訪問し、質問票調査並びに聞き取り調査を実施

した。その他、村落水管理委員会や大学を訪問し、水管理や水リテラシー推進事業の現状と課題

関する聞き取り調査等を実施した。  

 

（２）有識者への聞き取り調査と文献調査に基づく SDGs のための教育のあり方に関する理論的

研究  

国連教育科学文化機関（UNESCO）が主導するポストMDGsの教育指標策定プロセスを調査・検

証し、ESDをはじめとする具体的に実行していく上でのアプローチに関する有識者の意見を聴取す

るため、現地調査（パリ、バンコク）と有識者に対する聞き取り調査を実施した。これらの現地

調査から得られたデータや示唆を基に、ポストMDGsとしてのSDGsの実現に向けた教育、及び国

際的な教育協力のあり方について理論的研究を行った。その結果、SDGsの実現のためには、従来

型の知識伝達型の教育では対応し得ず、知識は学習者に内在するとする学習者中心の問題解決型

学習を更に発展させ批判的に物事を捉え自分自身と社会とを変えるための具体的行動につなげて

いく「変容学習」に基づく教育のあり方が求められていることが突き止められた。このことは、

国際条理において、MDGsを策定した時よりもSDGsの策定プロセスにおいては、「教育の質」に

ついてより深い議論が行われていることの証左でもある。  

 

（３）国内外の政策実務者に対する提言  

１）フィールドワークを通じた研究成果の政策的インプット  

フィールドワーク調査、聞き取り調査による実証的研究の成果を踏まえ、持続可能な社会に貢

献する人材育成のあり方について、特に高等教育段階における教育の質とその妥当性についてカ

ンボジアでのフィールド調査を実施した。主要大学の教員への質問紙調査結果等から明らかにな

った高等教育の質に関する現状と質保証の課題について先方政府の担当官と政策的な議論を重ね

た結果、カンボジア教育大臣の依頼を受けて、本プロジェクトの研究成果を、カンボジアの高等

教育政策（Policy on Higher Education Vision 2030）の作成過程に反映させた。  

 

２）ポリシーブリーフの作成  

研究成果に基づき、「水問題解決のための水リテラシーの重要性」および「健康・食糧問題と
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教育のネクサス」に関するポリシー・ブリーフを日・英両語で発表し、国連会合の場で発表する

など、post2015の目標と指標策定の実務当事者に対する政策提言を行った 1), 2)。水問題や健康、食

料問題は、環境、経済、社会、教育、保健等の幅広い視点から統合的に捉えられるべきであり、

そうした問題の解決に必要なスキル、コンピテンシーを備え持った市民が持続可能な開発問題に

より適切に対処できることを、具体的な指標の提案と併せて提言した。また、委託業務として、

独立行政法人国際協力機構によるpost2015の国際教育協力方針(ポジション・ぺーパー)の一部を作

成し、研究成果を踏まえ、教育の質や公正性に看過できない問題が残されていることや、複雑な

地球規模の開発課題を解決し、すべての人々が経済や社会活動に主体的に参加していくために、

必要なコンピテンシーやスキル、態度を認知・非認知能力の両面から各国の文脈に即して育成し

ていくことが不可欠であることを盛り込んだ。  

 

３）「SDGs達成に向けた日本への処方箋」の作成  

2015年9月に国連総会で採択されたSDGsは、途上国のみならずすべての国々や人々を対象とした

目標として位置づけられている。そのため本研究プロジェクトでは日本の課題とSDGsの課題とを

照らし合わせて、日本の政策とSDGsを結び付けるための提案書「SDGs達成に向けた処方箋」の教

育課題部分」を作成した。特に「持続可能な開発目標4：すべての人々への、公平かつ包括的な質

の高い教育および生涯学習の機会の提供」の下に掲げられている目標を中心に日本における教育

セクターの現状分析を行い、1)質の高い教育・訓練への公正なアクセスの推進、 2) 持続可能な開

発のための教育の推進、3)教育および社会におけるインクルージョンの推進、4) 地球規模課題解

決のための高等教育・研究分野の国際競争力の強化と国際協力の推進、の4つの観点について  そ

れぞれ国内目標と国際貢献目標を設定した上で、SDGsを実施していくための行動促進（処方箋）

を提案した。  

 

４）ESD の推進とモニタリング指標の開発  

世代間・世代内の公正のため様々な現代的課題を、自らの課題として捉え、共通の未来のため

に行動する力を育むための教育である「ESD」を具体的実践として展開していくために必要な教

育・学習手法として、「KJ法」を踏まえた参加型教育プログラムを開発した。また、その一環と

して、教員や高校生を対象としたSDGsに関するワークショップを全国6か所で開催した。SDGsは、

一般市民の生活にも大きな影響を及ぼすことが予想されている。そのため、今後の社会を担う高

校生を対象とするワークショップを開催し、彼ら・彼女ら自身に、SDGsを自分たちの問題として

捉え、解決のための行動案について議論をする機会を提供することは、SDGsの実現及び我が国の

環境政策の推進にとり、非常に重要な取り組みと考えたからである。SDGsの教育分野の目標の中

にESDの推進が含まれたことは、  包括的で質の高い教育と生涯学習を通じて、自身と社会の変容

を生み出す力を育み、また持続可能な社会づくりの担い手を育む教育としてのESDへの国際的な認

識の高まりを示している。そこで、「ESDの10年（2004～2014年）」の成果を踏まえつつポスト2015

年の教育のあり方を検討するために、アジア地域における環境・開発教育や市民性教育（道徳教

育）の実施状況についてレビューを行った。さらに、アジア教育大臣機構 (The Southeast Asian 

Ministers of Education Organization：SEAMEO)との共催で若者を対象としたリーダーシップ育成の

ためのユースフォーラムをバンコクにて開催し、国内外で社会を担う若者のSDGsに対する理解を
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促進した。  

 

また、ESDについては、その重要性の認識が普及する一方で、実施に関する国レベルのモニタリ

ング活動の足並みは揃っておらず、具体的な国際モニタリング指標も設定されていない状況であ

る。ESDのさらなる推進のためには、各国政府が自国のESDの進捗状況を的確に把握し目標との客

観的な比較が可能となるようなモニタリング指標の開発が今後の課題とされている。このような

状況を受けて、本研究では国際機関等によって収集されている政策レベルの既存のESD関連指標や

経済協力開発機構（OECD）の学習到達度調査（PISA）をはじめとした国際学力調査の指標データ

を整理・分析し、「ESDを通じて育むことが期待される能力（コンピテンス）」と「ESD推進のた

めの政策・体制」の両面からの指標の抽出及び類型化を行い、9項目から構成されるESDモニタリ

ング指標を提案した。これらの指標データは最終的にはレーダーチャートとして視覚的にも理解

が容易となるように図表加工し、文部科学省やUNESCO等にESD指標の開発について提案を行った。 

 

４．結果及び考察  

本研究では、持続可能な開発を推進する各サブテーマにおける諸要因の相互作用性を踏まえな

がら、持続可能な開発のあり方について包括的に研究してきた。急速なグローバル化の進展によ

り、国際社会が抱える諸問題がより複雑化の様相を呈している中、地球環境問題をはじめとする

さまざまな難問を解決し、サステイナブルな未来を築くためには、教育のあるべき姿や教授・学

習方法の抜本的な変換が不可欠とされていることが明らかになった。これらのレビュー結果を踏

まえ、さらには新たに採択されたSDGsの中でも「教育」分野が主要領域のひとつとして位置づけ

られたことを受けて、持続可能で質の高い、公平かつインクルーシブな教育を世界中で実現する

ための様々な研究や実践が極めて重要となることが改めて確認された。  

  

（１）MDGs評価のための文献調査及びフィールドワークの実施を通じた実証的研究  

国連やUNESCO統計局のデータのレビューによって、MDGsは一部達成がみられるものの、達成

状況を精査すると地域間格差や男女格差等の問題や、ミレニアム開発目標に到達するために行わ

れた施策が教育の質の低下を招くという事態など、質的な問題が起きていることが明らかとなっ

た。  
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図(1)-1 初等就学率  

 

 

 

 

 

出典： UNESCO, 20133) 

 

図(1)-2 若者の識字率  
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出典： UNESCO, 20133) 

 

図(1)-3 成人識字率  

 

 

さらに、フィールドワーク調査を通じて、MDGsのもとに行われている多くの国際協力活動がド

ナー優先型であり、受益者のニーズが包括的に考慮されていないということが明らかになった。

「脆弱性を抱えた人々（vulnerable people）」や「周辺化された人々（marginalized population）」

にとって、いまだに教育へのアクセスが十分にできないことが最も深刻な問題になっていること

は、改めて強調しておく必要があり、ポストMDGsの目標・指標を設定するにあたっては、重要な

対象者として位置づけられることが明確となった。例えば、ケニアにおいて実施した調査では、

特別なニーズを持つ子どもたちに焦点をあて、その教育実態と、対象地域の保護者や学校・教育

関係者による当該教育への認識を調査した。その結果、ケニア社会においては障害者であっても

社会全体で支援するという考え方が普及していることから、障害児であることを理由に不就学を

容認する考えはみられなかったが、当該教育をいかに普及させ、すべての子どもを学校に通わせ

ることができるのか、というリテラシーについては十分ではないことが明らかになった。状況改

善にむけた専門教員配置などの政府による政策実施については厳しい状況であることが聞き取り

調査で示されている。しかし持続可能な社会を実現していくうえでは、障害児も含むインクルー

シブな教育が求められていることは明らかであり、ポストMDGsの目標・指標でも重要な意義を持

つことが示された。  

 

また、持続可能な開発に向けたガバナンス構築の取り組みに関する研究結果は以下のようにま

とめられた（図(1)-4）。  
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図(1)-4 ケニアの事例にみるアカウンタビリティの実態  

 

 

これらの成果はポスト2015年をめぐる国際的議論のなかで強調されていたことを実証したもの

である。SDGsの中で「教育」分野は主要領域のひとつとして位置づけられている。これまでも、

国連ハイレベル・パネルが2013年5月に発表した報告書では、「質の高い教育と生涯学習の提供」

を12項目あるポスト2015年開発目標のひとつとして明確に位置づけていた 4)。とりわけ同報告書で

は、子どもや阻害された状況にある人々（vulnerable people）に焦点があてられており、それらの

人々がもつ脆弱性（vulnerability）を改善していくためには、教育の普及が欠かせないということ

が指摘されている。本研究において、MDGs達成と評される背景に未だ十分なアクセスの問題が残

存することが実証された。さらに、教育の質を改善するアプローチとしては、「持続可能な開発」

や市民性の涵養を目的としたESDが有効であることが考察された。  

 

（２）有識者への聞き取り調査と文献調査に基づく SDGs のための教育のあり方に関する理論的

研究  

 文献レビューやポストMDGs教育目標と指標の作成プロセスの重要な主体であるUNESCO関

係者への聞き取り調査の結果より、現在展開されているポストMDGsとの関連での教育のあり方に

関する国際的な議論やイニシアティブのいずれもが、教育の「質」的な側面についてより深く探

究することの重要性を指摘していることが明らかになった。それは、具体的には、SDGsを推進し

ていくための教育のあり方として、従来の学力観（すなわち試験で測定できる認知能力を重視す
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る見方）だけでなくESDやグローバル・シティズンシップ教育の強調に繋がっている。  

また、ESDは、近年、世界的に展開されている「コンピテンシー」や「汎用的能力」、「リテラ

シー」、「21世紀型学力」などとして、人間に求められる全体的な汎用的能力や社会的技能を定

義し、それらの獲得を教育目標として設定して教育内容や学習法を再編、あるいは革新（ innovation）

する動向とも重なり合うものであることも明らかにされた（表(1)-1参照）。こうした21世紀型の

新しい学力観の世界的台頭の背景には、OECDのDeSeCo（Definition and Selection of Competencies: 

Theoretical and Conceptual Foundations）プロジェクト（1997-2003）による「キー・コンピテンシー」

の概念が、PISA等国際学力調査に取り入れられたことが大きく影響している。加えて、インター

ネットなどの情報通信技術（ICT）の発達とグローバル社会の深化により、知識がすぐに陳腐化し

常に更新を迫られるとともに、学びの場が教科書や教室の範囲内だけではなく、多様なソースに

基づくものと変化していることも背景要因として見逃すことはできないとの結論を得た。  

 

表(1)-1 教授・学習の様式の転換  

 

伝統的アプローチ  進歩的アプローチ 

市民性に関する教育  市民性のための／市民性を通した教育  

社会秩序の再生産  変化への転換・適応  

服従・追従（conformity/compliance）  
行動ならびに市民的社会参画  

（action & civic engagement）  

内容重視（content-led）  過程重視（process-led）  

知識基盤型  原理基盤型（principle-based）  

講義による伝達  
双方向的（interactive）アプローチ、  

批判的解釈  

教師主導型アプローチ  生徒主導型アプローチ  

試験中心型  全人的発達  

教科書主導型の学習環境  マルチメディア活用型の学習環境  

教科の知識  生涯学習のためのスキル  

模倣  創造  

近代的な教授法  未来志向の教授法  

出典： 北村 (2014)5) 

 

こうしたESDのアプローチに注目し、本研究では、具体的に「水と教育のネクサス」「食料・健

康と教育のネクサス」というテーマを掲げ、水関連の持続可能性の課題や、栄養不足と肥満への

対処という現代社会が直面する「栄養不良の二重苦」の問題に取り組むためには、幅広い市民に

学際的で批判的な考察力を身に着けることが欠かせないという知見を得た。それらの結果を、日

英両語の「ポリシー・ブリーフ」として発表し、国内外の政策実務者に対する政策提言を行った 1),2)。  

 一方において、本研究では、サステイナブルな社会の実現のためには、ESDに代表される新しい

教育・学習観にもとづく学びが重要であるとともに、そうした教育の営み自体がサステイナブル

かつ公正であることが必要であることの結論を得た。とくに後者の点については、基本的にすべ

ての人が自らの人生を主体的に生きるうえで必要とされる「質」を伴った教育を受けられる機会
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を保障していくことが、何よりも求められている。  

また、教育格差は途上国の問題だけではなく、わが国の状況を見ても家庭の所得レベルによっ

て教育格差が拡大している状況が明らかになった。例えば、図(1)-5に見られるように、世帯収入

と全国学力・学習状況調査の正答率の間には顕著な相関関係があり、全体として世帯年収が高い

ほど、正答率が高い傾向があることが明らかになった。また、両親の年収が高いほど、4年生大学

への進学率が高くなり、高校卒業後に就職する割合が低くなる傾向が示されている（図1-(6)）。

つまり、日本においても、家庭の経済的状況が子どもたちの進学に影響を及ぼしている可能性が

伺える。さらには、全国学力・学習状況調査結果で正答率の高い層の方が、正答率の低い層の保

護者と比べて、子どもに絵本の読み聞かせをしたり、ニュースや新聞記事について子どもと話す

などと回答している割合が高いことも示されている。これは、経済状況だけでなく、親の子ども

に対する接し方や教育意識といったいわゆる「文化資本」の多寡も、子どもの学力に影響を与え

ていることを示唆している。  

こうした経済状況をはじめとする子どもを取り巻く教育環境の格差を放置しておくことは、持続

可能な社会の構築にとって最も重要な、人々の学びが大きく阻害されることに直結し得る。そして、

ひいては社会の不安定化のリスクが増大することにもつながりかねない。そのため、ここで挙げた

ような諸課題を克服することが、サステイナブルな社会の構築に教育が貢献していくうえで不可欠

であると同時に、サステイナブルな教育のあり方そのものを実現していくためにも欠かせないとの

結論を得た。  

そして、SDGsを推進するために重視されているESDを代表とする進歩的教授・学習方式に基づ

く「新しい教育」に必要となる多様な文化的体験の機会は、家庭での「文化資本」の多寡が影響す

るため、教育格差を更に拡大する恐れもあることについては極めて注意を要する。家庭環境に大き

く左右されずに、公教育が新しい教育を次世代に保障していくことが求められており、それこそが

「サステイナブル」な未来を築くものであるとの知見を得た。  

 

 

出典：文部科学省 平成21年度文部科学白書6) 

図(1)-5 児童の正答率と家庭の世帯年収  
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出典：文部科学省 平成21年度文部科学白書6) 

図(1)-6 親の収入と高校卒業後の進路  

 

（３）SDGs 達成に向けた日本の教育セクターの課題分析と目標の提案  

１）教育の質と新しい学習観の提示  

SDGsを効果的に実施し推進していくための教育のあり方として、現代社会が直面する多様かつ

複合的なグローバルリスクに対応するためのスキルを身に着ける新しい教授・学習法の拡充が必

要とされている。特に「教育の質」を巡る近年の議論の中では、認知能力を表すと考えられる学

力（学習到達度）や狭義の学習に関する非認知的能力のみにとどまらず、非認知能力と認知能力

の両面をバランスよく高めるような教授・学習の様式への抜本的な転換が不可欠であることが認

識されてきている。このような知識を活用する力や課題解決能力を習得し自己変容や社会変容の

ための行動につなげる進歩的な学習観は、近年、世界的に展開されている「21世紀型学力観」や

「キーコンピテンシー」、「リテラシー」などとも共通するアプローチであることが明らかとな

った。  

 このような教育のあるべき姿や学習観の転換の議論を踏まえつつ、本研究では非認知能力と認知

能力の両面を捉えるひとつのアプローチである「リテラシーズ（Literacies）」が、持続可能な開

発への課題への対応に不可欠であることを提示した。ここで掲げるリテラシーとは、単なる読み

書きに留まらずその知識をもとに生活や環境などの文脈に併せて対応することができる能力のこ

とである。そして、その文脈は他領域にまたがることから、本研究ではそれぞれの分野における

リテラシーを包括的に示す複数形の「リテラシー」（すなわち「リテラシーズ」）の重要性を示

した。本研究ではこれまでに特に健康リテラシーと水リテラシーに焦点をあて教育が各セクター

の課題解決に果たす役割について検証を行った。まず、水リテラシーや健康のリテラシーの具体

的な目標の提示と指標の開発を通じて、領域横断的な目標設定の重要性を強調した（水と教育の

ネクサス、健康と教育のネクサス）。そして、これらの領域横断的な目標を達成するための適切

なアプローチを検証した。その結果、需要側の観点からは質の高い教育と地域レベルでの情報へ
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のアクセスの機会拡大による人々のエンパワメントが重要であること、また供給側からは、その

ような機会創出や環境整備を行うにあたり行政関係者の分野課題への認識向上や具体的な施策を

講じるための制度作りが欠かせないことが教訓として導出された。こうした観点から研究を積み

重ね、人間の健康幸福と地球システムの健全性を相互に高め、より持続可能な社会を実現してい

くことが必要性であることを提言にまとめ、これらの研究成果を国内外の学会発表や論文等を通

じて発信した。  

 

２）  「SDGs達成に向けた日本への処方箋」の作成  

MDGsとSDGsの大きな違いの一つはSDGsが地球上のすべての国々や人々を対象にしていること

にある。そこでSDGsを日本で実施していくにあたり、これまでの研究成果を踏まえ日本の課題と

SDGsの課題とを照らし合わせて、何をどうすれば日本の課題解決とSDGsの目標を同時に達成でき

るかという観点から、「SDGs達成に向けた日本への処方箋」として教育分野の目標設定の提案を

行った。具体的には、第一に、近年、日本においても様々な社会経済格差が良質な教育へのアク

セスの格差となって顕在化してきている点を課題として認識した。そして、このような教育格差

の背景として、図(1)-7のとおり日本のGDPに占める教育部門への公的支出の割合がOECD諸国と比

較しても低いことや、教育費の家計負担が高校や大学への進学の阻害要因のひとつとなっている

状況を明らかにした。このような現状を踏まえて、すべての人々が性別や親の経済力の区別なく

生涯にわたり良質な教育や訓練への公正なアクセスを得ることの重要性を示し、具体的処方箋と

して国内目標では幼児教育や高校授業料の無償化、公財政教育支出の対GDP比の引き上げを、国

際貢献目標では途上国の学校運営支援、ノンフォーマル教育を通じた識字教育の支援、および産

業界との連携による職業訓練・技術教育分野の国際協力の強化を提案した。  

 

 

 

 

                    出典：OECD(2014) 7)、文部科学省 (2015) 8) 

 

図(1)-7：主要先進国の公財政教育支出の対 GDP 比 (2011 年) 
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 第二に、グローバル化が進み環境や資源エネルギー保障から平和・人権まで諸問題が相互に複雑

に絡み合い深刻化している社会に対して、教育を通じて人々が自然環境や世代間の世代間の公正

を含む社会的公正に関心を払い地球規模の課題を自らの課題として捉え行動を起こす力、すなわ

ち「市民リテラシー」を育む教育アプローチであるESDの推進を提唱した。  

 そして、第三に持続可能な社会とは、人々の多様な価値観を尊重し、年齢、性別、障害、文化、

人種、宗教や経済等による区別なく、社会の一員として主体的に生きる「共生社会」であること

を示した。共生社会の実現に向けた教育および社会におけるインクルージョンの推進を掲げ、具

体的処方箋としては国内目標では、障害を持つ子どもや青年の豊かな学びへのアクセスの保障、

近年日本においても急増している外国にルーツを持つ子どもたちの教育の拡充等を推進し、国際

貢献目標では難民に開かれた社会の構築と途上国におけるインクルーシブ教育の拡充支援を提案

した。  

 最後に高等教育・研究分野の国際競争の強化と国際協力の推進が地球規模課題解決に不可欠であ

ることを示し、知識基盤社会にむけた日本の高等教育機関や研究機関の役割の重要性を強調した。

そして日本が有する高い研究力や技術力を地球規模課題の解決に役立てることや、途上国の高度

人材育成を目指した留学生支援政策の強化、およびグローバルな研究ネットワークに対する貢献

を処方箋として提案した。  

 

３） SDGs を実践していくための能力と環境整備 -持続可能な開発のための教育（ESD）推進に

むけたモニタリング指標の開発状況  

教育は個々人の生産的能力や国民国家における民主的参加能力だけでなく、その能力をどのよ

うにグローバルな次元で社会に活かすか、そのためにあるべき社会とはどのようなものか、とい

うより広い観点から人間や社会のあり方を問う営みである。国境を越えたグローバル・シティズ

ンシップの視点や、個人や国の利益を超えた持続可能な開発のための教育（ESD）のようなアプロ

ーチによる人材育成の方策の更なる推進が必要とされている。  

 持続可能な社会のあり方を自立的に考える力を育むESDの推進は、SDGs目標４においても明示

されている。ESDは地球的視野をもって、持続可能な社会を揺るがす問題の解決を全体論的に思考

し、さらに自己変容は社会変容のための行動につなげようとする学習アプローチとされる。2005

年に開始した国連ESDの10年が終了し、後継プログラムである「ESDに関するグローバル・アクシ

ョン・プログラム（GAP）が2014年に正式に発足した。これらGAPの着実な実施とESDのモニタリ

ングメカニズムの構築や指標の作成に我が国もリーダーシップやファシリテーターシップを発揮

することが求められている。しかしながら、現在に至るまで各国のESDの実施状況を測るための包

括的な国際指標は必ずしも明示されておらず、UNESCSO等の国際機関もESDのビジョンや目標は

提示しているものの定量的な指標設定には至っていない状況である。このような共通指標の設定

の難しさの理由として経済的文化的な地域コンテクストの違いや地域の異なるニーズに即した

ESD活動が推進されていること等が挙げられる。このような経緯や背景も十分に踏まえた上で、本

研究ではESDに関連する既存の国際比較調査の概要や指標を整理するとともに、国レベルのESDの

実施状況を把握するために必要な視点を検討した。まずはESDを通じて育みたい「能力（コンピテ

ンシー）」とESDを政策に位置づけ効果的に実施していくための「政策・制度整備」の両者の観点

から、既存指標を整理した。前者はアウトカム指標、後者はインプット・プロセス指標として位
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置づけられる。このようにESDが目指すアウトカムを明示し、それにむけた政策・制度整備を充実

させることで結果として人々のコンピテンシーが向上することが期待される。ESDの制度・枠組み

についてはUNICEが設定している既存指標、他方ESDを通じて育みたい能力（コンピテンシー）は

OECDによる国際学力調査（PISA）やICCS（The International Civic and Citizenship Education Study）

による市民性教育国際調査のデータを活用し、より包括的なESDモニタリング指標となるように取

り纏めた。上記の既存データを活用して作成したESDモニタリング指標案は以下の表(１)-2に示す

とおり、9項目から構成される。これらの数値をレーダーチャートに取り纏め、文部科学省を通じ

てUNESCOへ提案したところ、関係者から高い関心が示された。  

  

表  (1)-2：ESD指標案（9項目）と国別比較例  

 

 

 

 

     

 

 

図(1)-8：ESD指標を用いたレーダーチャート例  

 

４) 持続可能な社会の実現に向けた地域に根差した学習と行動  

 上述の通りESDでは地域の文脈（自然環境、人間活動、伝統、文化、歴史、経済、社会）を踏ま

えて、それらの諸問題に関するリテラシーを高め、地域からの行動変容につなげることが重要と

項目
スウェー
デン

韓国 チリ
チェコ共
和国

日本 指標入手元

1 P roblem solving skills 76.5 93.1 61.7 81.6 92.9P ISA(2012)

2
Knowledge of global environmental

issues
71.0 94.5 93.8 82.5 90.8P ISA(2006)

3  Civic values and attitudes 92.0 97.0 84.0 90.0 NA ICCS(2009)

4 ESD P olicy & System 71.4 NA NA 78.6 NA UNECE(2010)

5
Incorporation of ESD in formal

education,  NFE& IFE
66.7 NA NA 38.9 NA UNECE(2010)

6 Inclusion of ESD in teacher education 80 NA NA 60 NA UNECE(2010)

7 T ools and materials for ESD 50 NA NA 50 NA UNECE(2010)

8 Research on ESD 75 NA NA 25 NA UNECE(2010)

9 International　cooperation on ESD 100 NA NA 25 NA UNECE(2010)ESDに関する地域および国際的協力を強化するための取り組み

フォーマル・ノンフォーマル・インフォーマルな学びを通じて持続可能な発展を推
進する取組み（カリキュラム、アセスメントへの取入れ等）

教師教育（教育者にESDあるいはSDをその指導に含める能力をつけさせるため
の取組み）

教材整備(ESDのために適した道具や教材の入手可能性の確保）

ESDに関する研究と開発を推進するための取り組み

問題解決能力スコアがレベル２以上の生徒の割合。レベル２は21世紀の社会
に効果的かつ生産的に参加することを可能とする問題解決能力を示し始める、
基準となる習熟度レベルとされる。レベル2以上の割合のOECD平均は79％

環境問題に対する6項目（空気汚染、絶滅、森林破壊、エネルギー、水、核廃
棄物）が自身や社会にとって深刻な問題と考える生徒の割合

市民的知識・リテラシーの習熟度がレベル1以上のスコア得点の生徒の割合。
レベル１は社会の平等性、社会的一体性、民主主義に基づく自由を認識し、こ
れらを日常の出来事と結びつけて考えることができる。また、市民として個人を
尊重し、法令を順守する意識を持つ。レベル1以上の割合のICCS平均は84％。

ESDを支える政策・法的枠組み・施行枠組みの充実

指標内容

スウェーデン 

チャート 1: スウェーデンの例  チャート 2: チェコ共和国の例  
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されている。特に今後の社会を担う若い世代が、身近な地域の問題から地球規模課題までを自分

たちの問題として捉え、解決のための行動案について議論をする機会を提供することは、SDGsの

実現及び教育・環境政策の推進にとり、非常に重要な取り組みと言える。  

 本研究では、ESDの実践プログラムとしてリテラシーの向上及び周知を目指し、高校生や教員向

けのワークショップを全国６箇所で開催し、高校生がSDGsの目標や概要を知り、世界が直面する

貧困や教育、エネルギー問題の現状を認識するとともに、多くの開発課題の根底にある格差や公

正性の問題について一人一人が考え議論する機会を提供した。ワークショップ後のアンケート結

果からは、「答えがない問題を追及するのは難しく大変だったが、今日の経験が自分の視野を広

げた」、「何の関連性もなさそうだった言葉や問題が相互に作用しあうことに気付いた」、「教

育は重要であるが、何が正しい教育なのかということについては正直わからない」など示唆に富

んだ意見や感想が寄せられた。本ワークショップを通じて自身と地域の課題に関する「気づき」

を得ることで、参加者一人一人がリテラシーを高め今後の具体的行動につなげていくことが期待

される。  

 さらには、2015年以降の教育開発の方向性を探るとともに、ポスト2015年開発目標を実現して

いく中で教育が果たす役割について議論を深めることを目的とした一般公開シンポジウム「ポス

ト2015年の国際教育開発の展望 ～持続可能な開発目標（SDGs）推進へむけて～」（2015年10月）

をアフリカ教育研究フォーラムとの共催で開催し、持続可能で質の高い、公平かつインクルーシ

ブな教育について学生から一般市民まで幅広い層の参加を得て活発な議論が展開された。その他、

アジアのユースを対象としたユースフォーラムをアジア教育大臣機構SEAMEOとの共催でバンコ

クにて開催し、SDGsの理解を促進するとともに、これからのリーダーシップ育成にSDGs理解がど

のような重要性を担うか議論する機会を設けた。アジア８カ国から参加した若者は積極的に議論

に参加し、自分の出身地域において持続可能な社会作りをどのように進めるべきか活発な意見交

換を行った。このように、多様な背景を持つ若者たちが一堂に介する場でワークショップを実施

したことは、SDGsがグローバルからローカルなレベルでどのように実施されうるか考える議論を

創出したという点において有意義であった。  

 

５．本研究により得られた成果  

（１）科学的意義  

本テーマでは、主として教育、水、保健・健康、経済、不平等、エネルギーなどMDGsに含まれ

る諸分野における「開発」の成果と残された課題を実証的に明らかにし、SDGsの推進のため、科

学的証拠に基づいた諸政策に関する提言を行った。  

教育分野では、MDGsの中での教育分野の進捗状況と課題を整理し、初等就学率や識字率などに

改善がみられることを明らかにしたうえで、これまでには見落とされてきた教育の質の側面と公

平性の問題、さらにそれらを支えるガバナンスに焦点をあてていくことの必要性を確認した。こ

れまでも、ポストMDGsに向けた議論の中で、教育の量（アクセス）よりも教育の質に焦点を当て

るべきとの議論が多くみられる傾向にあったが、その議論の中心は質に関する直接的な介入に関

するものであった。しかし、ジェンダー、紛争の影響、貧困、障害、民族・言語、居住地域等に

よる就学格差が生じており、急激な就学率の拡大は教育の質にも深刻な影響を及ぼしているとの

科学的証拠を示した。また、世界的に展開される教育改革の動向の影響も受け、1990年代以降に



 

 

S-11-3-17 

多くの途上国において教育行政の分権化や市場競争原理に基づく改革が行われてきた。それは効

率性の観点で一定の効果ももたらしたが、教育の質や公正性の観点においてさまざまな課題も残

していることを突き止めた。  

本研究開発により、教育の質に直接的に介入しようとする学力調査や教員研修は、学校教育を

求める親や住民の需要力（クライアント・パワー）があってこそ可能であり、また持続性を持ち

うることを示した。また、教育と雇用に関しては、グローバル化の進展に伴い、産業構造の変化、

求められる人材が自然の摂理で変革していく中で、教育だけが固定的に従来と変わらない制度を

維持していたのでは、機能不全に陥ることが確認された。初等、中等教育においては、普遍的な

科学的知識の習得を目指すことが重要な一方、高等教育や職業訓練校においては特に、柔軟な制

度変容が求められていることが確認された。次に、インクルーシブ教育に関しては、教育政策の

教育的評価や人権的評価だけでなく、学校現場における現地の適合性、受容可能性が重要だとい

うことが確認された。政策レベルでいくら優れた評価を得ている教育形態であっても、学校現場

レベルで実践する教員にとってインセンティブがある構造を構築されない限り、現場では受容さ

れないことが示唆された。これらを総合し、グローバル化が進展し、環境問題、富の偏在化や異

文化間の摩擦等の問題が深刻化する中、持続可能で平和な未来と「世代間・世代内の公正」を実

現していくためには、すべての人々に生涯を通じて、問題解決型のコンピテンシーやスキル、態

度を認知・非認知能力の両面から各国、各人の文脈に即して育成していくことが不可欠であるこ

とを示した。  

 

さらに、2015年9月にSDGsの策定後には、SDGsの効果的な実施のために質の高い教育が不可欠

であることを示した。特にSDGsの17の目標と169のターゲットをめぐり個々の目標に関する内容が

議論される中で、これらの複合的な目標を達成する実施手段としての教育の重要性を提示した。

グローバル化が進展し、環境問題、富の偏在化や異文化間の摩擦等の問題が深刻化かつ相互に影

響する関係にある中で、持続可能で平和な未来と世代間・世代内の公正を実現していくためには、

すべての人々に生涯を通じて、問題解決型のコンピテンシーやスキル、態度を認知・非認知能力

の両面から各国、各人の文脈に即した育成の必要性を示した。教育が他の分野のアウトカムに与

える影響については様々な実証研究で明らかにされており、これらのエビデンスを踏まえて、知

識・スキル・能力を総合した「リテラシーズ」を備えることが、人々が各セクターの課題に適切

に対処できるようになり持続可能な開発課題を克服する上で重要であることを示した。また、ジ

ェンダー、貧困、障害などによる就学格差は途上国のみならず日本国内でも生じており、様々な

社会経済的格差が良質な教育へのアクセスの格差として顕在化しているとの科学的証拠を示した。

このような日本が直面する格差問題の要因を踏まえて、質の高い教育・訓練への公正なアクセス

の保障と共生社会の実現にむけたインクルージョンの推進が課題であるとの科学的知見を導出し

た。  

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が活用することが見込まれる成果＞  

環境政策を考えるうえでは、直接的に環境と関連した分野のみならず、社会開発や経済開発、

健康といった「開発」に関する諸の知見を踏まえ、学際的な研究を積み重ねていくことが欠かせ
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ない。かかる視点に基づき、本研究では、教育、経済、健康・保健、資源・エネルギー、などの

観点から研究成果を積み上げ、環境政策へのフィードバックを目指している。  

本研究では、地球レベルで考えなければならない問題には、貧困・社会的排除問題と地球環境

問題があり、両者は、危険社会化と格差社会化、富の過剰と貧困の蓄積の相互規定的対立を深刻

させてきたグローバリゼーションの結果であることを明らかにした。さらに、両問題ともに、各

国にとどまらず世界システムの在り方、とくに先進国と発展途上国との深刻な矛盾・対立を伴う

もので、今日の地球的な「双子の問題」として、21世紀に解決を迫られている基本的課題である

ことを突き止めた。この背景には、世界人口が日に日に増加し、将来的に地球2個分の資源が必要

になるといわれる状況の中、先進国における資源浪費が開発途上国の開発に深刻な影響を及ぼし

得ることへの危惧がある。また、地球環境の変化による災害は、途上国の貧困層により大きな被

害を与え、彼らの生活状況をさらに悪化させているなど、地球環境問題と貧困・社会的排除問題

とは、不可分の関係にあり、同時に取り組むことが不可欠である。このような、貧困・社会的排

除問題と地球環境問題に対する同時的取組を考える上で、「開発」の観点によるSDGs目標と指標

を検討する本研究は、諸領域の関連性を踏まえた環境政策の策定に大きく貢献するものである。  

とくに本研究では「水と教育」に焦点をあてて、持続可能な開発目標（Sustainable Development 

Goals: SDGs）のあり方について検証を行った。世界中の人々が安全に、また安心して水利用をす

るためには、水に関する適切な知識を得ることや、自然災害への対応方法を学ぶ機会を充実させ

ることが必要である。また、そのような機会創出や環境整備には、行政関係者の水に関する課題

への認識向上や、具体的な施策を講じるためのシステム作りが欠かせない。それらを通して、human 

well-being とplanetary well-beingを高め、より持続可能な社会を実現していくことを必要である。

こうした観点から研究を積み重ね、その成果をポリシー・ブリーフにまとめ、2014年5月に国連本

部で本プロジェクトと国連大学の共催で開いた国際会議の場で、国連職員や国連加盟国の政府代

表者、NGOなど関連機関の専門家に対して、提言を行った。このポリシー・ブリーフでは、教育

と水のネクサスに関するSDGsのひとつとして、「世界中の人々が水リテラシー  (water literacy)を

身につけることによって、安全・安心な水利用及び水環境が整備される」という目標を掲げるこ

との重要性を強調し、このことは国連の会議等でも高く評価された。  

さらに、ポスト2015の諸課題を考える上で、食料問題、健康問題と教育との関連にも着目し、

食料問題と「飢餓撲滅」・「肥満撲滅」の二重の栄養問題を同時に解決するためには、従来型の

経済成長では対応し得ず、栄養と健康に関するリテラシーの向上が重要な役割を果たすとの科学

的根拠を示した。  

また、このような地球レベルの課題について知見をもち、その解決のための担い手になる人材

には、グローバルな視野で社会や人間のあり方について考え、行動する「グローバルな市民性

（Global Citizenship）」が欠かせず、そうした人材を育てるためのESDアプローチをさらに推進す

る必要がある。そのためには、認知的能力と非認知的能力の両面をバランスよく高めるような教

育のあり方を各国の文脈にもとづきながら検討していくことが不可欠である。その観点より、本

研究では、世代間・世代内の公正のため様々な現代的課題を、自らの課題として捉え、共通の未

来のために行動する力を育むための教育である「ESD」を具体的実践として展開していくために必

要な教育・学習手法の開発に取り組んだ。また、その一環として、SDGsに関するワークショップ

を高校生向けに開催し、我が国の環境政策の実施を支える若い世代へが、地球環境問題や格差問



 

 

S-11-3-19 

題を自分自身の課題として捉え、行動計画を作成するに至った。  

また、教育に関しては、社会的弱者を如何に包摂していくか、という視点が極めて重要である。

その観点から、環境変化などによって社会的弱者がより影響を受けるという事実を踏まえても、

インクルーシブ教育の理念の広まりや保護者や地域住民と学校との「協治」によるボトムアップ

型の教育行政のガバナンスの向上が何にもまして重要であることが示唆された。また、インクル

ーシブ教育に関しては、現地調査の結果からも、学校現場において実践には多々課題を残すもの

の「インクルーシブ」の理念は少しずつ広まっているという教員の意見が確認された。今後は、

中央で作られた政策を単に下に下ろすといった方法ではなく、生きた学校という教育環境とそこ

から生じる教育事象や日々の教育活動の中から、環境問題と格差問題とを解決し得るような教育

政策を考えていくことが重要であるという知見が導出された。  

また、このような地球規模の開発課題について知見を持ち、持続可能な社会の担い手となる人

材には、グローバルな視野で社会や人間のあり方について考え、行動する「市民性の教育」が欠

かせず、そうした人材を育てるためのESDアプローチをさらに推進する必要がある。そのためには、

認知的能力と非認知的能力の両面をバランスよく高めるような教育のあり方を地域の文脈にもと

づきながら検討していくことが不可欠である。このような問題意識にもとづき、本研究ではESD

の概念やESDを構成する領域について分析し、持続可能な開発に関する価値観、体系的な思考力、

批判力、情報分析力、コミュニケーション能力といったESDを通じて育むべき能力の習得状況を国

レベルで的確に把握し効果的な政策を実践するためのモニタリング指標の設置を提案した。9項目

から構成される指標案の1つには環境意識・価値観・態度を示す指標としてOECD-PISAによる2006

年調査の環境指標(Environmental Science Performance Index)が含まれる。これは環境問題に対する6

項目（空気汚染、絶滅、森林破壊、エネルギー、水、核廃棄物）が自身や社会にとって深刻な問

題と考える15歳の生徒の割合を示しており、国レベルの環境に対するコンピテンスのひとつの基

準となり得る重要な指標である。  

以上のように、本研究は「開発」の観点から研究することにより、水やエネルギーのような直

接環境に関わる分野のみならず、経済や社会開発の分野と環境課題の関連性を提示することを通

して環境政策に貢献するものである。さらに、環境課題を含め諸領域にまたがる課題に関するグ

ローバルな視野をもつ人材育成のためのアプローチを教育分野から提示することにより、環境政

策の推進にも寄与するものである。  
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12) 開発教育全国研究集会ラウンド・テーブル「持続可能な開発目標（SDGs)とポスト2015年開発

アジェンダ）（2015年8月8-9日、北海道大学、参加者約40名）  

13) “2nd SEAMEO Youth Leadership Forum”, March 11-15, 2016, Bangkok, Thailand.（SEAMEOとの共

催, 参加者約60名）  

 

（５）マスコミ等への公表・報道等  

1) 国際開発ジャーナル（2015年4月号、No.701、特集「新しい豊かさへ－SDGsを牽引す

る日本の大学－」）  

2) 国際開発ジャーナル（2015年4月号、No.701、高校生向けワークショップ紹介「自分と

世界の将来像を描く」） 

 

（６）その他  

特に記載すべき事項はない。  

 

８．引用文献  

1) 北村 友人、山﨑  瑛莉、蟹江  憲史、D・ブレント・エドワーズ・ジュニア、ビナヤ・ラジ・

シヴァコティ、ビヨン・クマー・ミトラ、阿部  直也、アンダンテ・ハディ・パンドヤスワ

ーゴ、ケイシー・スティーブンス : POST2015/UNU-IAS Policy Brief, 2 (2014) , 持続可能な開

発目標：水と教育のネクサス . 

2) 井口  正彦、榎原  友樹、山﨑  瑛莉、田崎  智弘、阿部  直也、橋本  征二、山本  太郎：

POST2015/UNU-IAS Policy Brief, 6 (2014), 持続可能な開発目標と食糧と健康のネクサス  

3) UNESCO : Education For All: Global Monitoring Report 2013/14. 

4) The High Level Panel on the Post-2015 Development Agenda report, (2015), A New Global 

Partnership: Eradicate Poverty and Transform Economies through Sustainable Development. 



 

 

S-11-3-25 

5) 北村 友人：異文化間教育学 42,（2015）, グローバル・シティズンシップ教育をめぐる議

論の潮流  

6) 文部科学省:平成21年度文部科学白書 ,p14, (2009)、我が国の教育水準と教育費  

7) 経済協力開発機構：OECDインディケータ（2014）、図表で見る教育2014年度版  

8) 文部科学省 (2015)我が国の教育行財政について：スライド3「公財政教育支出の対ＧＤＰ

比 （2011年）」より抜粋 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouikusaisei/bunka/dai3/dai1/siryou4.pdf 

 

  

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouikusaisei/bunka/dai3/dai1/siryou4.pdf
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（２）保健・健康・衛生に関する分野におけるポスト・ミレニアム開発目標と指標の提示  

 

長崎大学  山本 太郎  

 

   平成25～27年度累計予算額：18,300千円（うち平成27年度：6,000千円） 

                    予算額は、間接経費を含む。  

 

［要旨］  

 持続可能な社会のための開発目標の設定において、保健・健康・医療の分野が重要な役割を果

たす。ミレニアム開発目標の目標１および持続可能な開発目標で設定されている「飢餓撲滅」を

達成するためには、経済成長だけではなく、食糧の公正・公平な分配や質の向上も欠かせない。  

本研究では、MDGsにおける健康関連目標の進捗・達成状況のレビューをふまえて新たな目標や

指標で重視すべき項目を明確にする。次に、健康リジリエンスに関してフィールド調査を実施し、

国や地域によって健康リジリエンスがどの程度違うのか、どのような環境が健康に弊害をもたら

しているのか具体的な証左を示す。これらの文献・フィールド調査を通じて着目した食糧と肥満

の問題について、理論的・実践的研究を実施した結果、開発途上国で近代化にともなう生活環境

の変化が、「現代の疫病」とも呼ばれる肥満、糖尿病、高血圧等と密接な関係を有する可能性が

あることを明示する。そのうえで、これを栄養不足と肥満が異なる人口集団内および集団間で同

時に発生する現象である「栄養不良の二重苦」として、持続可能な開発目標に欠かせない検討課

題であることを主張する。さらに、この課題を解決するためには教育の役割が重要であり、保健・

健康に関するリテラシー（ヘルス・リテラシー）を向上させることが持続可能な開発目標達成の

ための一つの実現方法であることを提示する。  

 

［キーワード］    

国際保健、MDGs、持続可能社会と世界的潮流、「栄養の二重苦（食糧と肥満）」、感染症と非

感染症疾患  

 

 

１．はじめに  

 本プロジェクトにおける研究では、ミレニアム開発目標後の新たな目標と指標を提示するため、

保健・健康・衛生分野における研究を実施した。これは、資源環境制約の中での保健・医療分野

の持続可能目標としてどのような目標が妥当であるかを議論し、資源環境が制約を受ける中での

保健関係の持続可能な目標（SDGs）とは何か、検討したものである。  

また、新たな目標を提示する際には、自然災害にレジリエントであるという視点を入れることを

目指し、ネパール、ラオス、ハイチ、岩手県陸前高田での現地調査を継続して行うことで実証的

な研究を行った。  

MDGsの８つの目標のうち、３つの目標（目標４、５、６）は保健・健康・衛生分野に関連する

ものであった。「目標４：乳幼児死亡の削減」、「目標５：妊産婦の健康の改善」、「目標６：

HIV/エイズ、マラリアその他疾病のまん延防止」である。これらの目標は、本プロジェクトが開
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始された2012年には達成の見込みを示しており、達成された。これらの目標の達成や成功につい

ては、以下の２つの理由が考えられる。第一に、多岐にわたる健康関連目標が設定されたことで、

妊産婦と乳幼児の健康改善を目的とした公的・民間から多くの資金援助がなされたということで

ある（Lie et al. 2011）。例えば、「世界エイズ・結核・マラリア対策基金（Global Fund for Fighting 

Aids、 Tuberculosis and Malaria）」や「ワクチンと予防接種のための世界同盟（Global Alliance for 

Vaccines and Immunization）」といった基金が設立され、ミレニアム開発目標における健康関連目

標の達成に大きな役割を担った1)。第二に、  健康目標の達成にむけ、多様な主体の参加が、目標

の進捗に大きな役割を果たしたことが挙げられる。これらの主体には、国連関連組織を始め、世

界銀行や各国政府、非政府組織（Non-Governmental Organizations、NGOs）やメディアなどが含ま

れ、「妊産婦および乳幼児の健康を守るためのパートナーシップ（Partnership for Maternal、Newborn 

and Child Health）」や「2015年へのカウントダウン・イニシャティブ（Count down to 2015: Maternal、

Newborn & Child Survival）」といった取り組みなどが活発化した。  

しかし、これらの成功要因があった一方で、地域によって目標の達成度に大きな差が見られる

こともまた、見逃してはならない事実である。例えば、ほぼ全ての健康関連目標において北アフ

リカやアジア地域では大きな進捗が見られるものの、サハラ以南のアフリカ地域では、未だに乳

幼児・妊産婦の死亡率が高く、そしてHIV/エイズや結核の蔓延などが依然として高い状況にある。

これには、未だに続く内戦による法制度の遅れ、国の保険関連の制度不備などが理由として考え

られる。  

このように、MDGsの下の国際開発協力アプローチでは、開発問題と環境問題が個別に扱われ関

係者が十分に連携してこなかったことが問題であった。保健医療分野においても、MDGsにも、そ

の基となるミレニアム宣言にも、この３つのゴールがそれぞれどのような関係にあり、保健関連

ミレニアム開発目標全体として何を達成するのか、ということは示されていない。保健が全体と

しては重点化されつつ、トータルに何を達成していくのかというビジョンが欠落していたことに

より、MDGsはその１５年間を通じて、保健に関する数多くの、相互連関性を欠いたイニシアティ

ブを林立させることとなった。MDGsの8つの目標の中で、「極度の貧困と飢餓の撲滅」目標はそ

の冒頭に掲げられている。「飢餓撲滅」目標を達成する手段としては、経済成長の追求に着目す

るのみでは不十分であり、栄養不足と肥満の問題に対処するためには、栄養の公正な分配といっ

た点にも目を向ける必要がある。  

 

 そこで本プロジェクトでは、SDGsに向けた諸課題を複合的で分野横断的な視点に基づいて考察

を深めることを目的とした。そのうえで保健医療分野では、マクロ・ミクロ両レベルにおける現

地調査を実施し、持続的な社会や環境政策に照らしたSDGsのあり方について具体的に検討するこ

ととした。さらに、今後の取り組みに関する政策目標と指標を科学的知見にもとづき提示し、政

策提言を行うことを目標に置いた。こうした提言は、日本の国際的な環境政策のあり方を検討す

るうえでも、また国際貢献という観点からも意義のあるものであると考える。  

 

２．研究開発目的  

研究開発の目的は、保健・健康・衛生分野において、これまで達成された成果の検証成果を踏

まえつつ、持続可能な開発のあり方について包括的かつ分野横断的に理論的・実証的研究を行う
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こととした。そのために本研究では、以下の３つの研究課題に応えることを目的とした。  

まず、第一の研究として、MDGsにおける健康関連目標の進捗・達成状況をレビューした。各国

の達成状況の差異を明らかにすることで、新たな目標や指標で重視すべき項目を明確にすること

を目的とした。  

 次に、第二の研究として、健康リジリエンスに関してフィールド調査を実施し、具体的な課題

を明らかにすることとした。国や地域によって健康リジリエンスがどの程度違うのか、どのよう

な環境が健康に弊害をもたらしているのか具体的な証左を得ることで、保健医療分野が他領域と

関連して複合的に解決されるべき視点を提示することを目的としたものである。  

さらに第三の研究として、食糧と肥満の問題に着目し、理論的・実践的研究を行った。その結果、

開発途上国で近代化にともなう生活環境の変化が、現代の疫病とも呼ばれる、肥満、糖尿病、高

血圧等と密接な関係を有する可能性があることが示された。これを栄養不足と肥満が異なる人口

集団内および集団間で同時に発生する現象である「栄養不良の二重苦」として、持続可能な開発

目標に欠かせない検討課題であることを主張した。  

 

３．研究開発方法  

本研究の目的は、持続可能な開発目標後の新たな目標と指標を提示する際に、貧困や飢餓の根絶

に加えて、人々が「持続可能な開発」を進めるために保健医療の課題は何か、明らかにすること

である。この目的を達成するために次の４つの研究を実施した。  

 

（１）MDGsにおける健康関連目標の進捗・達成状況のレビュー・分析  

 持続可能な開発目標を検討するにあたり、ミレニアム開発目標（MDGs）の課題を検討するため

に保健・健康・医療に関わる目標４、５、６の達成状況を分析した（表(2)-1）。また、分析結果

から持続可可能な開発目標を検討する際には、人間とそのライフサイクルに焦点を当て、その健

康と福利を全体として追求していくというアプローチである「ユニバーサル・ヘルス・カバレッ

ジ」も用いた（図(2)-1）。 

表(2)-1 ミレニアム開発目標の達成状況  

 

 

 

 

ラ米 コーカサス

北 サハラ以南 東 東南 南 西

５歳未満幼児死亡率 低い 高い 低い 低い 中程度 低い 中程度 低い 低い

妊産婦死亡率 低い 高い 低い 中程度 中程度 低い 中程度 低い 低い

リプロダクティブ・
ヘルスへのアクセス

中程度 少ない 多い 中程度 中程度 中程度 少ない 多い 中程度

HIV/エイズの発生率 低い 高い 低い 低い 低い 低い 低い 低い 低い

結核による死亡率 低い 高い 低い 中程度 中程度 低い 中程度 低い 中程度

目標６：HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病のまん延防止

アフリカ アジア
オセアニア

目標４：乳児死亡率の削減

目標５：妊産婦の健康状態の改善

目標と
ターゲット カリブ海 中央アジア
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「ミレニアム開発目標」（MDGs）にも、そのもととなる「ミレニアム宣言」にも、保健関連の

３つのゴールがそれぞれどのような関係にあり、保健関連ミレニアム開発目標全体として何を達

成するのか、ということは示されていない。保健が全体としては重点化されつつ、トータルに何

を達成していくのかというビジョンが欠落していたことにより、「ミレニアム開発目標」（MDGs）

はその１５年間を通じて、保健に関する数多くの相互連関性を欠いたイニシアティブを林立させ

ることとなった。「林立する垂直的アプローチ」に対する危機感は、２００５年前後に「保健シ

ステム強化」に向けたイニシアティブを登場させることになった。また、これと並行して、保健

への巨大な資金ニーズは、伝統的な政府開発援助による資源動員の限界を示すものとなり、これ

を補完するものとして、金融取引税をはじめとする「国際連帯税」「革新的資金メカニズム」に

関する政策形成が発展し、その一部が「航空券連帯税」と「（予防接種のための）国際金融ファ

シリティ」（IFFim）に結実した。しかし、２００８年のリーマン・ショックをへて、先進国の経

済力が大きく低下する中で、保健の全体性を志向したこの「保健システム強化」への動きはいっ

たん、雲散霧消することとなる。リーマン・ショック後の国際保健を財政的にけん引したのは国

家ではなく、ビル＆メリンダ・ゲイツ財団をはじめとする巨大な民間財団のイニシアティブであ

った。この時期には、こうした財団の意向を反映し、また、こうした財団を巻き込むことを意図

した小さな垂直的イニシアティブが様々な形で登場する。ポリオ、非感染性慢性疾患、顧みられ

ない熱帯秒といった課題を一方で抱えつつ、より大きな「保健」の潮流が全面化してきたのが、

世界保健機関（WHO）の２０１０年の「世界保健報告」を踏まえての「ユニバーサル・ヘルス・

カバレッジ（UHC）」であった。これを持続可能な開発目標の検討における重要な軸として検討

した。  

 

（２）フィールド調査による持続可能な開発のために求められる健康リジリエンスの明示  

 次に第二の研究として、健康リジリエンスに関し、岩手県陸前高田市、ハイチ、中国、ネパー

ルで現地調査を行った。とくに、ネパールのチベット高原やアンデスといった高地に暮らす人々

を対象に、高地（低酸素）適応遺伝子（EPASやHIFなど）、人々の暮らしぶり、さらに腸内細菌

叢の構成、及び腸内細菌叢の構成の変化と肥満、糖尿病といった「現代の疫病」流行との関連に

関する研究を行った。この研究は、収集した糞便より細菌由来ゲノムＤＮＡを抽出し、抽出した

図(2)-1 ユニバーサル・ヘルスカバレッジ  の三側面  
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細菌由来ゲノムＤＮＡから、polymerase chain reaction(ＰＣＲ)法により、細菌16S rRNA遺伝子(16S)

を増幅し、増幅した多様な腸内細菌種を含む16Sアンプリコンの塩基配列を決定し、16S塩基配列

情報をもとに、細菌種の同定、個人および対象集団の腸内細菌叢（マイクロバイオータ）の構造

解析を行うことにより、細菌叢の違いと疾病の関係をみるものである。  

 

（３）「栄養の二重苦」の実証的研究と持続可能な開発目標  

第三の研究として、具体的な課題として食糧と肥満の問題に着目し、理論的・実践的研究を行っ

た。「飢餓撲滅」という目標は理解を得やすい目標だが、一方でそれは経済成長を重視すべきだ

という考え方につながりかねない。経済発展が求められている発展途上国において、慢性的な飢

餓が観察されているが、他方発展や成長が進むにつれて肥満や関連する健康問題が増加する可能

性がある。この二つに直接的な相関関係が考えられるため、この課題に同時に対処すべき開発目

標の設定が必要と考えられた。  

この課題に応えるため、本研究では将来的な栄養人口と「カロリー摂取過多人口（ECIP）双方の

シミュレーションを行い、MDGs後の具体的な目標・指標を提示することとした。また、経済成長

シナリオを作成し、そのもとで目標案が達成された場合の数値も計算し、その妥当性について検

討を加えた。さらに、目標案を達成するための Implementationとして教育の重要性に着目し、ヘル

スリテラシーの向上が必要であることを理論的に検証した。  

その結果、開発途上国で近代化にともなう生活環境の変化が、現代の疫病とも呼ばれる、肥満、

糖尿病、高血圧等と密接な関係を有する可能性があることが示された。これを栄養不足と肥満が

異なる人口集団内および集団間で同時に発生する現象である「栄養不良の二重苦」として、持続

可能な開発目標に欠かせない検討課題であることを主張した。  

 

（４）「SDGs達成に向けた日本への処方箋」の作成  

2015年9月に国連総会で採択されたSDGsは、途上国のみならずすべての国々や人々を対象とした

目標として位置づけられている。そのため本研究プロジェクトでは日本の課題とSDGsの課題とを

照らし合わせて、日本の政策とSDGsを結び付けるための提案書「SDGs達成に向けた日本への処方

箋」を作成した。特に食料と健康の分野について、それぞれ国内目標と国際貢献目標を設定した

上で、SDGsを実施していくための行動促進（処方箋）を提案した。食料分野では、「食料生産に

おける環境負荷の低減」「農産品の持続可能性情報へのアクセス」「食料の安定供給と地方再生

の実現」「気候変動への適応と種子・遺伝子の保全」の４項目、健康分野については、「健康長

寿命社会の実現」「こころの健康の維持と薬物乱用の防止・治療の促進」「感染症の発生・まん

延の防止」「公平で質の高い医療・介護・福祉サービスの確保」を提示した。  

 

４．結果及び考察  

本研究で実施した３つの研究課題の結果と考察は次の通りである。  

 

（１）MDGsにおける健康関連目標の進捗・達成状況のレビュー・分析  

 保健医療分野の「ミレニアム開発目標」（MDGs）の達成状況を明らかにし、持続可能な開発目

標を検討するために必要な課題を見出すため、MDGsの進捗・達成状況をレビューした。とくに肥
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満の問題に着目し、文献調査の結果を分析した。  

 調査の結果から、慢性疾患の一つである肥満は世界的に拡大しており、その原因は経済格差と

密接に関連していることが明らかとなった。現在、世界人口のうち5人に1人が過剰体重である。

20歳以上の人口のうちでは、14億人以上が過剰体重、そのうち2億人の男性と3億人の女性が肥満

という状況である。また、0～5歳児の子どもの4000万人が過剰体重にあり、開発途上国の小児肥

満の人口の推移をみると、1990年に約2000万人から2010年には3500万人、2020年には5000万人に

迫ると推定され増加傾向にある。子どもの肥満は成人肥満の原因となるとみられ、将来の糖尿病、

心疾患、悪性腫瘍のリスク要因となる可能性が指摘されており、次世代に長く影響を及ぼすと考

えられている。妊婦の肥満は小児肥満の原因になりえるため、肥満をめぐる悪循環が生まれるこ

とも指摘されている。さらに開発途上国では感染症問題も存在するため、慢性疾患との二重の負

担という問題に直面する状況を呈している。肥満の状況を地域別でみると、まずアメリカ、オー

ストラリアを中心とする先進国ではBMIが25以上という過剰体重の人口は60～70％に達している。

メキシコ、南アフリカ、フィジー、ブラジルといった旧低所得国においても、過剰体重、肥満の

割合が増えている。肥満が発展途上国の二重の負担となるとともに、先進国と共通の課題になり

つつあるという状況がみてとれる。この状況は1980年以降、肥満人口は急激に増加してきたこと

に始まり、エイズが世界的流行になったスピードをはるかに上回る速さで拡大している。図(2)-2 

は、成人の肥満のパーセントを時間軸とともに示したもので、非常に速い速度で肥満率が増加し

ているのがわかる。  

 

  

 

 

図(2)-2  成人の肥満率推移  

 

 また、図(2)-3 に示すように、肥満率と収入格差の相関関係をみてみると、経済格差が高くなる

ほど肥満が増えることが明らかとなった。北米、西ヨーロッパでは、1日あたり摂取カロリーが3500

キロカロリーを超えている。一人当たりのGDPと一人当たりのカロリー消費量をみると、一人当

たりの名目GDPが上がると、摂取カロリーが増えていく。そのような中で先進国に肥満がある。
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一人当たりの消費量が少ない国でも肥満人口が増加している。少ないカロリーの中で、多くカロ

リーを消費する人の数が増えている一方で、カロリーの消費が少ない人がいることを示唆する。

これはある種のパラドックスと考えられる。世界人口の約35％を占める約24億人が過剰体重であ

る一方で、約10億人が飢餓に苦しんでいるという状況が生まれているのである。これは発展途上

国に限ったことではない。アメリカのボストンのホームレスを調査した結果では、3人に1人が臨

床上の肥満に分類される。かつては痩せていることが栄養失調を示していたが、現在では肥満が

栄養失調の隠れた原因になっている可能性が指摘されている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(2)-3  肥満率とジニ係数  

 

「持続可能な開発目標」（SDGs）は、その１７の目標のうち、保健を直接の対象としているの

は一つのみである。この「一つ」は、しかし、この「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ」を明

確に踏まえたものとなっている。「あらゆる年齢のすべての人々の健康な生活を確保し、福利を

増進する」（Ensure healthy Lives and Promote Well-being for All at All Ages）。これは、「（２００

０年までに）すべての人に健康を」という１９７８年のアルマ・アタ宣言をベースにしながら、

その後の子どもや妊産婦の健康、セクシュアル・リプロダクティブ・ヘルス＆ライツ、非感染性

慢性疾患などを踏まえ、さらに、狭い意味での「保健」に加えて、その関連領域としての社会福

祉や社会保障も含みこんだ表現となっている。このいわば「全体目標」を設定したことによって、

「持続可能な開発目標」（SDGs）は、その達成したい「保健」の目標は何か、ということを明確

にしている。それは即ち、人間とそのライフサイクルに焦点を当て、その健康と福利を全体とし

て追求していくというアプローチであり、即ち、「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ」である。

これはある意味、個別疾病・個別課題に焦点を当て、その数値的「パフォーマンス」の改善に地

道を挙げる「ミレニアム開発目標」（MDGs）的取り組みに対する「代替」といえる。  

 

（２）フィールド調査による持続可能な開発のために求められる健康リジリエンスの明示  

 本研究では、持続可能な開発のために健康リジリエンスが求められることについて、主にチベ

ットにおけるフィールド調査結果を基に考察した。  

 本調査では、チベット族の男性50名、女性100名の計150名を対象に健康調査を実施した。現代
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生活習慣病について調査したところ、肥満および高血圧の状況は次の通りであった。BMIが18.5以

下を低体重、18.5以上25未満を正常、25以上30未満を過剰体重、30以上を肥満に階層化すると、男

性9名（18%）が過剰体重、4名（8%）が肥満（以上表(2)-2, 図(2)-4）、女性は20名（20%）が過剰

体重、6名が肥満（6%）の結果となった（以上表(2)-3, 図(2)-5）。過剰体重および肥満は、男女と

もに、45歳以上の中高年層に偏りがみられた。  

 

表(2)-2 チベット族の男性の肥満の状況  

 

  低体重  正常  過剰体重  肥満  

年齢  ＜１８．５  
１８．５≦～＜

２５  
２５≦～＜３

０ 
３０≦  

～１４  11 0 0 0 

１５～２４  1 1 1 0 

２５～３４  0 3 1 0 

３５～４４  1 2 0 0 

４５～５４  0 1 2 1 

５５～６４  0 4 2 1 

６５～  1 12 3 2 

ＡＬＬ  14 23 9 4 

 

 

図(2)-4 チベット族の男性の肥満の状況  

 

表(2)-3 チベット族の女性の肥満の状況  

 

 
低体重  正常  過剰体重  肥満  

年齢  ＜１８．５  
１８．５≦～＜

２５  
２５≦～＜３０  ３０≦  

～１４  24 1 0 0 

１５～２４  1 4 0 0 

２５～３４  0 6 2 0 

３５～４４  0 5 5 0 

４５～５４  0 5 5 1 

５５～６４  0 11 3 3 

６５～  1 16 5 2 

ＡＬＬ  26 48 20 6 

 

14

23

9

4

低体重 正常 過剰体重 肥満
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図(2)-5 チベット族の女性の肥満の状況  

 

 

血圧については、収縮期  / 拡張期が、100 / 60以下を低血圧、140 / 90以上を高血圧として年齢階

層別に分類すると、中高年層を中心に、男性16名（32%）、女性14名（14%）が高血圧であった（以

上表(2)-4・5, 図(2)-6・7）。  

 

表(2)-4 チベット族男性の高血圧の状況  

年齢  低血圧  正常  高血圧  

～１４  3 7 1 

１５～２４  0 3 0 

２５～３４  0 3 1 

３５～４４  0 3 0 

４５～５４  0 2 2 

５５～６４  0 4 3 

６５～  0 9 9 

ＡＬＬ  3 31 16 

 

 

図(2)-6 チベット族男性の高血圧の状況  
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6

低体重 正常 過剰体重 肥満

3
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低血圧 正常 高血圧
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表(2)-5 チベット族女性の高血圧の状況  

年齢  低血圧  正常  高血圧  

～１４  12 12 1 

１５～２４  3 2 0 

２５～３４  3 5 0 

３５～４４  1 7 2 

４５～５４  1 6 4 

５５～６４  2 12 3 

６５～  1 19 4 

ＡＬＬ  23 63 14 

 

 

図(2)-7 チベット族の女性の高血圧の状況  

 

表(2)-6 チベット族15歳以上の男性のHb推定値  

 

 

 

 

年齢  Hb＜13.1 13.1≦Hb≦16.6 16.6＜Hb Unknown 

１５～２４  1 1 0 1 

２５～３４  0 3 0 1 

３５～４４  0 2 1 0 

４５～５４  1 2 0 1 

５５～６４  2 2 1 2 

６５～  1 12 0 5 

ＡＬＬ  5 22 2 10 

 

 

 

 

23

63

14

低血圧 正常 高血圧

 
number ％ 

Hb＜13.1 5 13% 

13.1≦Hb≦16.6 22 56% 

16.6＜Hb 2 5% 

unknown 10 26% 

ALL 39 100% 
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表(2)-7 チベット族15歳以上の女性のHb推定値  

 

  number ％ 

Hb＜11.4 10 13% 

11.4≦Hb≦14.6 37 49% 

14.6＜Hb 10 13% 

unknown 18 24% 

ALL 75 100% 

 

年齢  Hb＜11.4 11.4≦Hb≦14.6 14.6＜Hb Unknown 

１５～２４  0 4 0 1 

２５～３４  2 4 2 0 

３５～４４  2 4 1 3 

４５～５４  4 3 0 4 

５５～６４  1 10 2 4 

６５～  1 12 5 6 

ＡＬＬ  10 37 10 18 

 

これら検診に基づくBMIおよび血圧データ結果から考察すると、アジアの地方においても生活習慣

病が問題化していることは明らかである。このことから本研究では、肥満や高血圧、糖尿病とい

った、現代の疫病に対する対策が持続可能な目標となると同時に、それらを引き起こす外なる環

境と、身体の内なる環境の変化とその対策を、将来の持続可能な開発目標に置く科学的根拠が得

られた。  

  

（３）「栄養の二重苦」の実証的研究と持続可能な開発目標  

 本研究の第三の研究として、食糧と肥満の問題に着目し、理論的・実践的研究を行った。MDGs

後の目標として提唱された「飢餓撲滅」は、経済成長を促進することでのみ達成されうると考え

ることは不十分である。すでに第二の研究で明らかになったように、経済発展が求められている

発展途上国において慢性的な飢餓は観察されているが、他方発展や成長が進むにつれて肥満や関

連する健康問題が増加する可能性があることが示されたからである。「飢餓撲滅」と「肥満撲滅」

を同時に促す目標を追求するためには、各国にとって実現可能な経済成長と、カロリー摂取量の

格差を考慮に入れる必要がある。この課題に応えるため、本研究では将来的な栄養人口と「カロ

リー摂取過多人口（ECIP）双方のシミュレーションを行った。また、経済成長シナリオを作成し、

そのシナリオのもとで目標案が達成された場合の数値も計算し、その妥当性について検討を加え

た。その結果を以下に示す。  

 

１） 栄養不足人口と「カロリー摂取過多人口（ECIP）」のシミュレーション  

  飢餓と肥満を同時に解決できるかという課題に応えるため、国連食糧農業機関（FAO）が使

用する手法に基づき、カロリー摂取人口分布モデルを作成し、シナリオを描いて分析した（図 (2)-8）。

このシナリオの分析に際しては、各国の人口、経済成長、および摂取カロリー人口分布について

仮定をおいた。   
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   この結果、IMFが想定する経済成長の場合、2030年の飢餓人口は6.9億人、飢餓人口の割合（％）

は、現在の12%から2030年には8.2%に減少する一方、カロリー摂取過多人口は現状の４億3300万人

から７億7300万人と1.75倍まで増加すると算出された。また、現在栄養不足人口が最も多いインド

において飢餓を撲滅させるためのシミュレーションを行った結果、推計期間を通じて国民一人あ

たり21%の年間平均経済成長が必要とされた。この結果は、経済成長は栄養不足の削減に寄与し得

るものの、一部の国は飢餓撲滅に必要な水準の経済成長を達成できないため、経済成長では飢餓

を完全に撲滅できないことも示唆した。つまり、「飢餓撲滅」と「肥満撲滅」を同時に促す目標

を達成、 あるいは少なくとも追求するには、 各国にとって実現可能な経済成長と、 カロリー摂

取量の格差を考慮に入れる必要があることが明らかとなった。さらにいえば、国家間および各国

内での食糧資源の公平な分配を促すことが重要であることも示唆している。  

           

図(2)-8  カロリー摂取人口分布モデルの概念図  

 

 

 ２）カロリー消費の不均衡の改善目標の提示  

 「飢餓撲滅」と「肥満撲滅」の双方の課題を解決するための具体的な目標・指標として、本研

究ではカロリー分布のIQRを半減させるという目標を提案した。IQRは、人口の上位25%値（第一

四分位置）と下位25%値（第三四分位置）の幅と定義される。1)で提示した経済成長シナリオの下

でこの目標が達成されれば、世界全体の栄養不足人口の割合を２％へと減少させ、ECIPを半減し

うる（図(2)-9）。この分析結果からは、栄養不足の削減目標に、カロリー分布に関連するパラメ

ータを含めることが、目標達成に有意義であることを示した。  
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図(2)-9  四分位(IQR)半減のイメージ  

 

 

 ３） カロリー摂取量の格差縮小に向けた教育の可能性と課題  

 「飢餓撲滅」と「肥満撲滅」を同時に促す目標を追求するには、  各国における適切な経済成長

とカロリー摂取量の格差を考慮することのほかに、国家間および各国内での食糧資源の公平な分

配を促すことが重要である。こうした食糧資源の分配やカロリー摂取量を適切に行うためには、  

市民から行政にいたるまであらゆる人々の健康に対する意識・態度の変化が欠かせない。健康は

「与えられるものではなく、 創られ、維持され、高められるもの」2)であり、 自ら行動するほか

に得られるものではないからである。本研究では、 そうした行動姿勢を育むためにヘルス・リテ

ラシー（Health Literacy）の向上が不可欠であることを、主に文献調査によって明らかにし、 保健・

健康・衛生分野における持続可能な開発目標においても教育の役割が重要であることを強調した。

これは、持続可能な開発目標を提示するだけではなく、本研究が提案する目標を達成するための

実施手段を示すうえでも重要な検討である。教育プログラムは、次世代に影響を及ぼす負の連鎖

の防止という観点からも欠かせない。  

 ヘルス・リテラシーとは、１９９０年代後半に明確化された概念で、世界保健機関(WHO)によ

れば、「良い健康を維持促進するために情報へアクセスし、それを理解し、活用する動機付けと

能力を決定する、認知的、社会的スキル」3)と定義される。このヘルス・リテラシーを戦略的に普

及させることは、持続可能な開発目標における食糧と健康に関連する目標の達成および飢餓と肥

満が同時に存在する「栄養の二重苦」の解決にも貢献すると考えられる。これまでの研究では、

子どもは胎児期および生後数年間に栄養不足となると、その後の代謝を決定づけ、健康に悪影響

を及ぼすおそれがあることが示されている 4)。また、妊娠性糖尿病や肥満といった健康問題が、子

どもたちの糖尿病にかかるリスクを高めるおそれもある 5)。さらに、年間1090万人の子どもの死亡

数の反芻以上は、栄養不足が原因となっている6)。これらの研究によると、親のヘルス・リテラシ

ーの向上が重要であることが立証されている。また、ヘルス・リテラシーは先進国でも大きな重

要性を持つことが明らかとなっている。例えば、肥満率の高いアメリカでは、地域社会を基盤と

する健康教育プログラムにより、自分の健康をある程度管理できるという意識が向上し、人々に
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好影響を与えたという結果がある7)。このように、国・地域社会レベルでヘルス・リテラシーを拡

大させることは「栄養の二重苦」を解消させることに寄与すると考えられるため、本研究におい

てはヘルス・リテラシーの向上が持続可能な開発目標においても必要であると結論づけた。  

   

５．本研究により得られた成果  

（１）科学的意義  

 本研究は保健・健康・医療分野について持続可能な開発目標と指標の提示を目的として研究を

行い、その結果から次の３つの科学的意義を見出した。  

 まず、ミレニアム開発目標の達成状況を分析した結果、MDGsでは重視されていなかった保健・

健康・医療分野に関わるそれぞれの目標を関連づけて考える必要があることを実証的に明らかに

し、持続可能な開発目標に含めるべき課題と指標を提示した。具体的には、食糧問題には飢餓と

肥満の双方の課題（「栄養の二重苦」）について解決が必要であることを示した。MDGsから持続

可能な目標SDGsに続く「飢餓撲滅」という目標達成のためには、経済成長だけではなく、食糧分

配や適切な食糧摂取による「肥満問題の解決」を同時に目指すべきことについて、統計資料を用

いたシミュレーションによって提示したのである。なお、医学的見地からみても、本研究の成果

は重要である。現代はヒトの身体が何万年も培ってきた身体内の構成要素に影響を与える環境が

生まれており、そのヒト身体の微生物塊の変化は、「現代の疫病」つまり肥満や糖尿病、アレル

ギー、がんといった疾患の原因となりうることが近年注目されている。本研究は、この環境下に

おいてヒトの身体の変化と共生する、という新たな健康観を人々に与えるものとなる可能性があ

ることを示し、その一端の研究を行ったと同時に、将来の疾病に関する洞察を得たといえるから

である。  

さらに、ミレニアム開発目標後の諸課題を考える上で、食糧問題、健康問題と教育との関連に

も着目し、食糧問題と「飢餓撲滅」・「肥満撲滅」の二重の栄養問題を同時に解決するためには、

個々人から地域社会、国レベルまで、栄養と健康に関するリテラシーの向上が重要な役割を果た

すとの科学的根拠を示した。  

 

（２）環境政策への貢献  

本プロジェクトでは、地球レベルで考えなければならない問題には、貧困・社会的排除問題と

地球環境問題があり、両者は、危険社会化と格差社会化、富の過剰と貧困の蓄積の相互規定的対

立を深刻させてきたグローバリゼーションの結果であることを明らかにした。さらに、両問題と

もに、各国にとどまらず世界システムの在り方、とくに先進国と発展途上国との深刻な矛盾・対

立を伴うもので、今日の地球的な「双子の問題」として、21世紀に解決を迫られている基本的課

題であることを突き止めた。この背景には、世界人口が日に日に増加し、将来的に地球2個分の資

源が必要になるといわれる状況の中、先進国における資源浪費が開発途上国の開発に深刻な影響

を及ぼし得ることへの危惧がある。また、地球環境の変化による災害は、途上国の貧困層により

大きな被害を与え、彼らの生活状況をさらに悪化させているなど、地球環境問題と貧困・社会的

排除問題とは、不可分の関係にあり、同時に取り組むことが不可欠である。このような、貧困・

社会的排除問題と地球環境問題に対する同時的取組を考える上で、「開発」の観点によるSDGs目

標と指標を検討する本研究は、諸領域の関連性を踏まえた環境政策の策定に大きく貢献するもの
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である。  

こうしたプロジェクト全体の成果に加え、本研究では保健と医療に焦点をあてて、持続可能な

開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）のあり方について検証を行った。「ミレニアム開

発目標」（MDGs）は「２０１５年末までに世界の貧困を半減する」という単一の言葉でその精神

を表すことができたが、「持続可能な開発目標」（SDGs）には、二つの言葉を要する。「世界の

貧困をなくす」「持続可能な世界へ移行する」。そのことがまず明らかになった。「持続可能な

開発目標」（SDGs）は「ミレニアム開発目標」（MDGs）とどう違うのかが明らかになった。そ

の「違い」を保健分野の文脈で明らかにした。「持続可能な開発目標」（SDGs）を「達成する」

とは、保健の文脈ではどのようなことを意味するか考察した。  

世界中の人々が安全に、また安心して暮らすためには、健康に関する適切な知識を得ることや、

自然災害への対応方法を学ぶ機会を充実させることが必要である。また、そのような機会創出や

環境整備には、行政関係者の健康に関する課題への認識向上や、具体的な施策を講じるためのシ

ステム作りが欠かせない。それらを通して、human well-being とplanetary well-beingを高め、より

持続可能な社会を実現していくことが必要である。こうした観点から研究を積み重ね、その成果

をポリシー・ブリーフにまとめ、2014年5月に国連本部で本プロジェクトと国連大学の共催で開い

た国際会議の場で、国連職員や国連加盟国の政府代表者、NGOなど関連機関の専門家に対して、

提言を行った。  

 また、研究成果をポリシー・ブリーフにまとめて発表したほか、市民公開講座や市民との対話

を行い、成熟した市民社会の環境への知見を広げることに貢献した。また、新たな環境知として

の、身体内外の生態系と疾病の関連を提唱し、いまだプリミティブではあるが、２１世紀の健康

観転換の一部を示した。本研究は「開発」の観点による持続可能な社会づくりについて健康・保

健・衛生分野から提示することにより、環境政策の推進にも寄与するものである。  

 

６．国際共同研究等の状況  

特に記載すべき事項はない。  
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年9月9日) 

3) S-11シンポジウム「地域から国連目標を考える：持続可能な開発目標論議へのインプットと

実施へ向けて」において講演（2015年2月13日、長崎県美術館）  

4) 宮崎県感染症危機管理研修会において、感染症危機管理とリスクマネジメントの講演（2015

年3月16日、聴衆400名）  

5) 第214回生命科学フォーラム「公衆衛生の転換-感染症との戦いから共生へ」において、現代

という文脈で読み解くエボラ出血熱、デング熱の流行について講演（2015年5月22日、日本記
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9) 岡山県立大学大学院「災害医療援助特論」公開講座にて『熱帯感染症のメカニズムとハイチ

地震、ネパール地震緊医療支援活動の実践について講義（2015年8月29日） 

10) 東京大学医学部において、医学序論「医の原点」シリーズXV 第2回「感染症対策の公衆衛

生学的転換：戦いから共生へ」を講演（2015年9月24日、聴衆約200名） 

11) みすず書房創立70周年記念「秋の連続夜話」において、『戦いから共生へ－病原微生物と＜
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（５）マスコミ等への公表・報道等  

1) 「緊急！池上彰と考える 今年の細菌・ウイルス大疑問」 -時代劇で学ぶ免疫の仕組み -のコ

ーナーを監修(2016年1月27日放送) 

2) 毎日新聞（2015年5月9日、ネパール大地震における医療支援活動について「現地で診療  長崎

大医師」）  
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6) 長崎新聞（2015年5月13日、ネパール大地震における医療支援活動について「余震続き屋外で
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7) 西日本新聞（2015年5月13日、ネパール大地震における医療支援活動について「ネパール支援

なお必要・現地派遣の長大教授が報告・公衆衛生など対策強調」）  

8) 毎日新聞（2015年5月13日、ネパール大地震における医療支援活動について「今後も支援継続

を・ネパールで医療活動・山本教授（長崎大）帰国会見」）  

9) 読売新聞（2015年5月13日、ネパール大地震における医療支援活動について「ネパール地震・

医療支援活動を報告・長崎大教授「続けることが重要」」）  

10) NBCラジオモーニング・サプリ（2015年5月15日、ネパール大地震における医療支援活動につ

いて）  
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11) KTN, NHK, NIBニュース（2015年5月13日、ネパール大地震における医療支援活動の帰国報告

会見）  

12) 「今後も自然体で」『ハイチ友の会 20周年記念誌』  

13) 四国新聞（2015年11月30日、「消えゆく腸内細菌を集めろ 長崎大教授ら」）  

14) 秋田魁新聞（2015年11月30日、「腸内細菌の保存急げ・食事や抗生物質で減少傾向 長崎大 
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15) 愛媛新聞（2015年11月30日、「失われる腸内細菌集めよう 環境適応能力影響を調査  
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17) 長崎新聞（2015年12月13日、「消えゆく腸内細菌保存急務 長崎大・山本太郎教授ら」）  

18) みすず書房創立70周年記念 秋の連続夜話についてみすず書房バブリッシャーズ・レビュー 

No.17 2015秋（2015年12月15日） 

19) 長崎新聞（2015年12月27日、「長崎 ひと百景㉖」）  

20) 日本経済新聞（2015年1月24日、山本太郎・翻訳『失われていく、我々の内なる細菌』に関す

る記事）  

21) 日本栄養士会雑誌（第59巻第1号(2016)に山本太郎・翻訳『失われていく、我々の内なる細菌』

に関する記事）  
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24) 洋泉社MOOKの書籍「感染症クライシス世界を脅かす感染症の全貌」（2015年2月13日、感染

症に関するインタビュー記事）。  

 

（６）その他  

 特に記載すべき事項はない。  
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（３）経済開発分野におけるポスト・ミレニアム開発目標と指標の提示  

 

関西大学  春日秀文  

             

   平成25～27年度累計予算額：11,375千円（うち平成27年度：3,377千円） 

                    予算額は、間接経費を含む。  

 

［要旨］  

ミレニアム開発目標後の新たな目標と指標を提示するため、経済開発分野を担当する本研究で

は所得格差に注目した。所得格差が経済開発分野にとどまらず、教育・保健などの分野でも深刻

な問題を引き起こしていることについて経験的証拠を提示し、格差是正が新たな目標として重視

されるべきことを示した。また、ミレニアム開発目標の達成度評価の問題点を示し、新たな目標

の進捗状況を評価する上で重視すべき点を明らかにした。3年間の研究成果は以下のように3つに

分類される。  

 第一の研究では、ミレニアム開発目標の主要ターゲットについて進捗状況を整理した上で、各

国で進捗状況がどの程度異なるかを明らかにした。その作業により、進捗状況の相違の決定要因

として所得格差が重要であることを示した。また、進捗状況の適切な評価方法および各国のガバ

ナンスについての指標を開発した。  

 第二の研究では、ミレニアム開発目標では軽視されてきた所得格差がどのような弊害をもたら

しているかを計量分析によって明らかにした。ミレニアム開発目標の分野別指標を用いて、所得

格差が各分野の進捗状況に与える影響を推定した。各国のデータを用いた推定により、所得格差

が教育とインフラ整備の分野で負の影響を与えていることを明らかにした。  

 第三の研究では、所得格差と環境の関係に注目し、所得格差が大気汚染などの環境指標にも影

響を与えていることを明らかにした。ここでは、各国の制度や技術の違いによる効果を排除する

ため、日本国内の主要都市のデータを利用した。二酸化硫黄・窒素酸化物・浮遊粒子状物質を大

気汚染の指標とした推定により、格差が住宅地域での大気汚染を特に悪化させていることが示さ

れた。これは、所得格差が地域住民の交渉力を低下させ、効果的な環境規制の導入を妨げている

ことを示している。  

 

［キーワード］    

不平等、教育、インフラ、公害防止協定、交渉力  

 

 

１． はじめに 

 ミレニアム開発目標は、2000年に採択された国連ミレニアム宣言をもとにまとめられた国際的

な開発目標である。2015年までの達成を目指した8つの目標(goal) から成り、各目標の下に具体的

な数値目標(target) と目標達成度を測定するための指標(indicator) が定められている。8つの目標は，

貧困と飢餓の撲滅・普遍的初等教育の達成・ジェンダーの平等推進・乳幼児死亡率の削減・妊産
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婦の健康改善・HIV/エイズ，マラリア等のまん延防止などである。数値目標の期限である2015年

を前にして、新たな目標と指標についての議論が活発に行われてきた。特に、1992年の国連地球

サミット、2002年のヨハネスブルグ地球サミット、2012年のリオ＋20といった「持続可能な開発」

をめぐる協議の流れを受け、持続可能性を重視した開発目標（SDGs）が設定されることになった。

新たな目標に何を取り上げるべきか、進捗状況の評価はどのように行うべきか、目標達成のため

にはどのような努力が効果的かはSDGsの成否に関わる重要な争点である。3年間にわたる本研究の

目的は、これらの問題に答えることである。  

 第一の研究課題は、新たな開発目標と指標の提示のため、ミレニアム開発目標の主要な数値目

標について進捗状況を整理し、ミレニアム開発目標の問題点を明らかにすることである。ミレニ

アム開発目標の第一目標は「極度の貧困と飢餓の撲滅」であり、具体的な数値目標は「2015年ま

でに1日1.25ドル未満で生活する人口の割合を1990年の水準の半数に減少させる」というものであ

る。United Nations (2014)1)によると、世界全体の貧困率は2010年時点で既に1990年の半分となって

おり、この数値目標は達成されていることになる。しかし、世界全体で一様に貧困削減が進んで

いるのではない。サブサハラ・アフリカ地域の貧困率減少はごくわずかであり、この地域での数

値目標の達成は不可能といわれている。Easterly (2009) 2)が指摘するように、基準年を1990年と設

定したことが、その時点の所得水準が低かったサブサハラ・アフリカ地域にとって、数値目標の

達成を困難にしている。このような目標設定を行えば、初期条件の違いを無視した進捗状況の評

価は各国の開発努力を正当に評価しないことになる。このことは、結果として今後の開発資金調

達に悪影響を及ぼす。本研究では、このような評価方法の問題を解決するため、初期条件をそろ

えて各国の開発努力および開発の成果を評価する。また、開発努力とその成果の関係から、各国

の政策運営能力を評価するガバナンス指標を作成する。  

 第二の研究課題は、ミレニアム開発目標には含まれていなかった不平等・所得格差の弊害を明

らかにすることである。上で示したように、ミレニアム開発目標は貧困削減を第一目標とし、結

果として世界全体の貧困人口を大きく削減するという目標を達成した。しかし、各国における不

平等や所得格差の是正は目標として取り上げられず軽視されてきた。ミレニアム開発目標におい

て格差是正が重視されてこなかった一つの理由は、格差をどの程度是正すべきかについての根拠

が明確でなく、貧困撲滅と比較して合意形成が困難であったからだと思われる。例えば、所得格

差は個人の努力を反映するという考え方が支配的な国では、再分配政策は重視されず、その必要

性についての合意は困難となる。SDGsにおいては、目標10に格差是正が新たに加えられることに

なったが、その根拠は十分に示されているとはいえない。このような背景の中で、本研究では、

所得格差が様々な問題を引き起こしていることを示し、経験的証拠を提示することで格差是正の

重要性を明らかにする。特に、格差が従来からの主な開発目標である教育やインフラ整備に悪影

響を及ぼすことを示す。これらの成果は、格差是正がなければ、他の社会分野の目標達成が困難

となることを示すものである。  

 第三の研究課題は、所得格差と環境の関係に注目し、持続可能な経済発展の条件を明らかにす

ることである。環境問題の多くが経済活動の規模拡大に伴って発生してきたことから、環境保全

と経済発展は対立すると考えられることが多い。世界銀行が毎年発行している世界開発報告の

1992年版3)は、そのような問題意識から、経済発展と環境の関係をテーマとしている。そこでは環

境劣化を伴うような所得の増加は発展といえないという立場が明確にされた上で、所得増加と環
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境の関係がいくつかの指標で示されている。例えば、大気汚染の指標として二酸化硫黄や浮遊粒

子状物質を利用した場合、低所得国では所得の増加に伴って大気汚染は悪化するが、高所得国で

は所得の増加に伴って大気汚染が改善する傾向が示された。このような関係は、図 (3)-1のように、

横軸に所得水準で測った経済発展、縦軸に環境劣化をとった場合に逆U字型の曲線として示される。

この曲線は環境クズネッツ曲線と呼ばれ、転換点となる所得水準の左側では所得増加とともに環

境劣化が進み、転換点より右側では所得増加が環境改善につながるという仮説を示している。初

期の多くの実証研究は、所得水準と環境の関係についてクロスカントリー・データを用いて調べ

ているが、必ずしも結果は一致していない。これらの研究では、所得と環境劣化の関係は汚染物

質に依存することが示されている。例えばSelden and Song (1994)  4)、Shafik (1994) 5)およびGrossman 

and Krueger (1995)6)では、二酸化硫黄や浮遊粒子状物質のデータから、逆U字型の曲線が観察され

ている。森林破壊についてはShafik (1994)およびAntle and Heidebrink (1995) 7)で逆U字型曲線が観察

されている。一方で、温室効果ガスについては、Shafik (1994)が逆U字型曲線は存在せず所得の増

加ともに一貫して排出量が増加することを示した。ただし、パネルデータを用いたHoltz-Eakin and 

Selden (1995)  8)では逆U字型曲線が観察されている。この場合でも温室効果ガスでは転換点となる

所得水準が非常に高く、ほとんどの国の所得水準は転換点に達していなかった。これらの結果を

まとめると、二酸化硫黄や浮遊粒子状物質については逆U字型曲線が観察され転換点も低く、温室

効果ガスについては逆U字型曲線が観察されない、または観察されたとしても転換点が非常に高い

ということになる。  

 

図(3)-1 環境クズネッツ曲線と転換点  

 

 多くの先行研究が示しているように、所得と環境の関係は汚染物質に依存する。特に、経済成

長によって環境の質が改善し始める転換点の存在と位置が、汚染物質にどのように依存するのか

は重要な論点である。すべての汚染物質について転換点が十分に低ければ、持続可能な発展が可

能となる。しかし、転換点が高い場合や存在しない場合は、経済成長は環境と対立することにな

る。このような点から、環境クズネッツ曲線の形状とその転換点の位置がどのような要因で決定
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されるかを明らかにすることは、持続可能な開発の条件を示す上で重要である。本研究では、所

得と環境の関係を決定する要因として、地域内の所得格差が重要であるという仮説を検討する。

Boyce (1994) 9)は地域内の格差が企業に対する住民の交渉力を弱めて、環境を悪化させると主張し

ている。また、Torras and Boyce (1998) 10)は格差是正や高い教育水準が、住民の交渉力を高めて環

境改善につながるという証拠を示している。ただし、所得格差と環境の関係については、他の仮

説による説明も可能であり、住民の交渉力を重視した仮説を支持する経験的証拠は十分とはいえ

ない。本研究では、日本の主要都市のデータを利用して、住民の交渉力を高めることが環境改善

に有効であることを示す。  

 

２．研究開発目的  

 本研究の目的は、所得格差が教育や環境などの分野で深刻な問題を引き起こしていることを明

らかにし、新たな目標として格差是正を重視すべきことを示すことである。また、ミレニアム開

発目標の進捗状況を詳細に検討することで、進捗状況の評価における問題点を指摘し、新たな目

標の達成度や進捗状況を評価する上で有用な視点を提示する。これらの成果によって、持続可能

な発展を実現させるための条件を明らかにする。3年間の研究内容は大きく分けて3つに分類され、

それぞれの具体的な目的を以下に示す。  

 第一の研究では、ミレニアム開発目標の主要ターゲットについて進捗状況を整理し、各国で進

捗状況がどの程度異なるかを明らかにする。進捗状況の相違の要因を明らかにし、新たな目標に

おいて重視すべき分野を示す。また、これらの結果を踏まえて、進捗状況の適切な評価方法およ

び各国の分野別ガバナンス指標を提案する。  

 第二の研究では、第一の研究によって明らかになった所得格差の悪影響に注目し、所得格差が

どのような弊害をもたらしているかを計量経済分析によって定量的に明らかにする。ミレニアム

開発目標の進捗状況を示すための指標を用いて、所得格差がどのようなメカニズムで悪影響につ

ながっているかを明らかにする。  

 第三の研究では、所得格差と環境の関係を明らかにする。日本国内のデータを用いて、所得格

差が大気汚染・河川の水質・温室効果ガス排出量などの指標に与える影響を明らかにする。また、

所得格差がどのようなメカニズムで環境劣化に影響しているかを明らかにする。  

 

３．研究開発方法  

 本研究では、ミレニアム開発目標後の新たな目標と指標を提示するため、3つの研究を行った。

各研究開発方法を以下に示す。  

 

（１）ミレニアム開発目標の進捗状況分析と評価方法の開発  

 ポスト2015の新たな目標提示のため、最初にミレニアム開発目標の主要な数値目標についての

進捗状況を確認し、数値目標設定についての問題点を整理した。これらは、新たな目標を達成可

能で適切なものにするため必要な作業である。次に、各国の進捗状況の相違がどのような要因で

説明されるかを明らかにするため、分野別政府支出・援助受入額・社会保障・所得格差などの変

数と進捗状況を示す指標との関係を散布図および最小二乗法で分析した。  

 また、国によって初期時点の指標の値が大きく異なる場合に、適切に進捗状況を評価する方法
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を開発した。この評価方法は、各分野の目標ごとに、開発のための努力（資金投入）とその成果

の関係について初期条件をそろえた上で比較するものである。開発努力の指標として各国の分野

別政府支出のデータを利用した。ただし、発展途上国については詳細な分野別政府支出が入手で

きないケースが多く、このデータを用いると欠損値が多くなってしまう。そのため、分野別政府

支出の代わりに分野別の援助受入額のデータを用いた。開発の成果については、ミレニアム開発

目標の指標を利用した。ミレニアム開発目標の指標の初期値が同水準のグループを作成し、その

中で開発のための資金投入および開発の成果が上位何パーセントに位置するかを評価した。さら

に、開発努力と成果の関係の強さを国家の政策運営能力として評価し、分野別のガバナンス指標

を作成した。  

 利用した各国のデータは以下の通りである。進捗状況・成果の指標としては世界銀行のWebペー

ジより貧困率や教育・保健などのミレニアム開発目標の指標を利用した。各国の分野別政府支出

データについては、IMF発行の政府財政統計CD-ROMより入手した。また、援助額については、OECD

発行のCreditor Reporting SystemのWebページより、分野別の援助額のデータを用いた。社会保障に

ついては、国際労働機関のWorld Social Security Report 2010/2011から入手した社会保障支出を利用

した。所得格差については、不平等の代表的な指標であるジニ係数を世界銀行のPovcalNetから入

手した。ジニ係数は家計調査の所得（または消費）のデータから計算され、0から1の範囲で示さ

れる。係数の値が0に近いほど格差が少なく平等、1に近いほど格差が大きく不平等であることを

意味する。  

 

（２）所得格差とミレニアム開発目標  

 ミレニアム開発目標の進捗状況分析の結果、所得格差が進捗状況の決定要因の一つであること

が示唆された。その結果を踏まえ、SDGsの目標10にも加えられた格差是正に焦点を当てた。格差

是正の重要性を示すため、計量経済分析によって定量的に所得格差の悪影響を評価した。さらに、

どのようなメカニズムで格差が各分野の進捗状況に負の影響を与えているのかを明らかにした。  

 所得格差の悪影響がある分野として教育・保健・インフラ・都市の生活環境を想定し、格差が

これらの分野の指標に与える効果を推定した。特に、所得格差が教育を通じて与える影響に注目

し、不平等の悪影響を定量的に把握した。そのために利用した各国のデータは以下の通りである。

所得格差についてはその代表的な指標であるジニ係数をUNU-WIDERによるWorld Income 

Inequality Databaseから入手した。各国のジニ係数は（１）の研究で利用した世界銀行のPovcalNet

からも入手可能であるが、World Income Inequality Databaseではより多くの国のデータを利用する

ことができる。また、所得格差の影響を計測する指標としては、ミレニアム開発目標の各指標を

利用した。例えば、教育の指標として「初等教育における最終学年までの到達割合」、ジェンダ

ーの平等指標として「女子生徒の割合」、保健関連の指標として「5歳未満の死亡率」・「HIV感

染者数」、都市環境の指標として「水道」・「衛生施設」、通信インフラの指標として「携帯電

話利用者」・「インターネット利用者」を用いた。  

 これらの指標を被説明変数とし、所得格差を示すジニ係数の影響をクロスカントリー・データ

を用いて推定した。ただし、各指標はそれぞれが多面的な貧困の一側面を示しているため、貧困

率の影響を受ける可能性が高い。したがって、推定においては、ジニ係数だけでなく貧困率も説

明変数に加えた。また、ジニ係数については変動がゆるやかで過去のジニ係数の水準に依存する



 

 

S-11-3-50 

ことが知られている。この場合、正確な推定値が得られなくなってしまう内生性の問題を引き起

こす可能性がある。この問題に対処するため、最小二乗法だけでなく、一般化モーメント法を用

いて推定を行った。  

 

（３）所得格差と環境  

 上記の所得格差の悪影響の分析では、ミレニアム開発目標で重視されてきた教育・保健などの

社会分野を中心に所得格差の影響を推定した。ここでは、SDGsで重視されることになった環境分

野に注目し、環境への所得格差の悪影響を明らかにする。  

 各国のデータを用いて環境の質への影響を推定する場合、国によって異なる制度や技術水準の

影響をどのようにコントロールするかが問題となる。特に、住民の意思が反映されやすい制度の

国とそうでない制度の国のデータを同時に利用するとき、本研究の調査対象である所得格差・住

民の交渉力・環境規制の関係が各国で一定でないため、適切な推定が困難となる。本研究では日

本国内のデータのみを利用することでこのような制度の違いから生じる問題を回避した。都市お

よび都道府県レベルの大気汚染・河川の水質・炭素排出量を被説明変数とした。説明変数として

は、所得格差に加えて、環境クズネッツ曲線に関する先行研究に従って、所得水準も用いた。そ

の他のコントロール変数としては、産業構造および人口構造に関する変数を用いた。まず、格差

と環境の関係の有無を定量的に把握し、格差と環境の関係が存在した場合にはどのようなメカニ

ズムを通じて格差が環境の質に影響するのかを明らかにした。具体的には、地域内の格差拡大が

企業や行政に対する住民の交渉力を弱め、その結果として効果的な環境規制の導入が妨げられる

という仮説を検証した。  

 利用したデータは以下の通りである。所得格差については、就業構造基本調査のデータより各

都市および都道府県レベルの所得上位10パーセントと下位10パーセントの比率を計算し、格差の

指標とした。大気汚染については、各都市の二酸化硫黄・窒素酸化物・浮遊粒子状物質のデータ

を国立環境研究所の環境数値データベースより入手した。河川の水質については、同じデータベ

ースより、各都市を流れる一級河川と二級河川の生物化学的酸素要求量 (BOD)および大腸菌群数を

利用した。炭素排出量については、資源エネルギー庁の都道府県別エネルギー消費統計のデータ

を利用した。  

 

４．結果及び考察  

 本研究では、ミレニアム開発目標後の新たな目標と指標を提示するため、3つの研究を行った。

それぞれの結果と考察を以下に示す。  

 

（１）ミレニアム開発目標の進捗状況分析と評価方法の開発  

ミレニアム開発目標の第一の数値目標は「2015年までに1日1.25ドル未満で生活する人口の割合を

1990年の水準の半数に減少させる」となっている。2010年時点において、世界全体の貧困率は1990

年の水準の半分よりも小さくなっており、この数値目標は既に達成されている。このような貧困

率の大幅な減少にも関わらず、所得の不平等は改善していない。図 (3)-2は1990年代前半と2000年

代前半の各国の貧困率を示したものである。横軸は1990年代前半の貧困率、縦軸は2000年代前半

の貧困率である。特に貧困率が30ポイントを超える国で、10年間での大きな貧困率の減少が見ら
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れる。貧困と不平等には密接なつながりがあるにもかかわらず、同じ時期に所得格差は縮小して

いない。  

 

 

図(3)-2 貧困率の変化  

 

図(3)-3は、図(3)-2において大幅な貧困削減が見られた国について、所得格差を示すジニ係数の

変化を示したものである。横軸は1990年代前半のジニ係数、縦軸は2000年代前半のジニ係数であ

る。これらの国はすべて大幅な貧困削減に成功しているにもかかわらず、同じ期間にジニ係数が

減少した国は4カ国のみである。貧困削減は他の条件が一定であれば不平等の改善につながると考

えられる。しかし、図(3)-3が示すように、現実には貧困削減が大きく進んだ期間に各国の所得格

差は十分に縮小していない。このように、貧困削減に比べて格差の是正は困難であり、長期化す

る可能性がしめされた。  

 

出典：筆者作成 
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図(3)-3 不平等の変化  

 

 本研究からは、このような所得格差が他の指標で測った開発の進捗状況に悪影響を与えている

可能性が示された。具体的には、ジニ係数が高い国ではいくつかの分野でミレニアム開発目標の

進捗状況が悪い傾向があることが示された。図 (3)-4は、教育に関する目標2の指標とジニ係数の関

係を示している。横軸はジニ係数、縦軸は初等教育における最終学年まで到達する生徒の割合で

ある。左はラテンアメリカ諸国以外の国々について、右はラテンアメリカ諸国についての散布図

である。これらの散布図では、当てはめられた直線が右下がりとなっており、所得格差が大きい

国で最終学年まで到達する生徒の割合が低いことが示されている。図 (3)-5は、保健に関する目標4

の指標とジニ関数の関係を示している。横軸はジニ係数、縦軸は5歳未満児の死亡者数である。左

はラテンアメリカ諸国以外の国々について、右はラテンアメリカ諸国についての散布図である。

これらの散布図では、当てはめられた直線は右上がりとなっており、所得格差が大きい国で5歳未

満児の死亡率が高いことが示されている。これらの結果は、不平等が教育および保健分野の進捗

状況に負の影響をもたらしていることを示唆している。  

 

出典：筆者作成 
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図(3)-4 教育と不平等  

 

 

図(3)-5 保健と不平等  

 

 不平等の長期化はさらに深刻な問題につながる。Ravallion (1997) 11)が示すように、不平等は貧

困削減の速度を低下させる可能性がある。このような場合、不平等によって貧困家計は成長の果

実を得られず、貧困がさらに長期化する。このようにミレニアム開発目標では軽視されていた不

平等の問題は、様々な指標で測られた開発の進捗状況に負の影響を与える。  

 図(3)-4および図(3)-5は教育および保健分野の進捗状況が国によって大きく異なることも示して

いる。ミレニアム開発目標の基準年である1990年の値に大きな差がある場合、進捗状況の適切な

評価は困難となる。本研究では、適切な評価のために、初期条件をそろえて進捗状況を評価する

方法を開発した。具体的には、各国の資金投入および成果について、1990年時点の指標の値が同

程度の国々の中で上位何パーセントに位置するかに注目して、分野ごとに点数化した。  

図(3)-6は援助額で評価した分野別の地域平均スコアを示したものである。グラフは、東アジア

太平洋地域、欧州・中央アジア地域、ラテンアメリカ・カリブ海地域、中東・北アフリカ地域、

南アジア地域、サブサハラ・アフリカ地域の6地域について、ミレニアム開発目標設定以前の

1991-2000年および以後の2001-2011年についての平均スコアを示している。これらから明らかなよ

うに、すべての分野でミレニアム開発目標設定後に開発努力は増加している。ここで、スコアの

出典：筆者作成 

出典：筆者作成 
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上昇は単純な資金投入額の増加を示しているのではないことに注意すべきである。スコアは初期

条件が同水準の国との比較に基づいているため、スコアの上昇は援助が同じ程度必要な国で以前

よりも多くの資金が投入されたことを意味する。例えば、教育分野のスコア上昇は、教育の進捗

状況が最低水準の国により多くの資金が投入されるようになったことを意味する。  

 

 

図(3)-6 援助による開発努力（地域別平均スコア）  
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図(3)-7 教育分野の進捗状況スコア  

 

 図(3)-6に示された開発努力の増加が実際に成果をもたらしたかどうかについても点数化した。

開発努力の場合と同様に、1990年時点の指標の値が同程度の国々の中で進捗状況が上位何パーセ

ントに位置するかを点数化した。図(3)-7は、初等教育において最終学年まで到達する生徒の割合

を指標とした場合の各国のスコアである。上段は1991-2000年、下段は2001-2011年のスコアである。

それぞれ、横軸はスコア、縦軸は一人あたりGDPである。上段と下段の比較からは、ミレニアム

開発目標設定後の全体的なスコアの増加は観察されない。したがって、図(3)-6で示された教育分

野の開発努力の増加は、成果として観察されていない。図 (3)-8は、5歳未満の死亡率を指標とした

場合の各国のスコアである。教育分野と同様に、上段と下段の比較からは、ミレニアム開発目標

設定後の全体的なスコアの増加は観察されない。図 (3)-9は、目標6の指標であるHIVの感染者数を

用いた場合の各国のスコアである。教育・保健分野と異なり、HIV予防の分野では2001年以降に多
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くの国でスコアが上昇していることが確認できる。図(3)-10は、目標7の指標である一人あたり二

酸化炭素排出量を用いた場合の各国のスコアである。教育分野と同様に、上段と下段を比較から

は、ミレニアム開発目標設定後の全体的なスコアの上昇は観察されない。これらの結果は、HIV

予防を除いたすべての分野でミレニアム開発目標設定後に進捗状況の改善がなかったことを示唆

している。これは、図(3)-6で示した開発努力の増加と対照的な結果である。  

 

 

図(3)-8 保健分野の進捗状況スコア  
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図(3)-9 HIV予防の進捗状況スコア  
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図(3)-10 二酸化炭素排出抑制の進捗状況スコア  

 

 このような開発努力が成果に結びついていないという事実は、各国の政策運営能力に問題があ

る可能性を示唆している。本研究では、開発努力が成果に結びついている場合をその国の政策運

営能力が高いと判断し、特に集中的に資金を投入した分野に注目して、開発努力と成果の結びつ

きを点数化した。各指標によるスコアが上位40パーセントに入った場合、その分野のガバナンス

がよいと判断した。図(3)-11は、成果の指標として最終学年まで到達する生徒の割合を利用した場

合の教育分野におけるガバナンスのスコアである。横軸はガバナンスのスコア、縦軸は一人あた

りGDPである。図(3)-11の結果は、低所得国でもガバナンスのスコアは高くなりうることを示して

いる。図(3)-12は、成果の指標として5歳未満の死亡率を利用した場合の保健分野のガバナンスの

スコアである。ここでも、低所得国の中にガバナンスのスコアが高い国が見られる。これらの結
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果は、しばしば利用されるKaufmann et al. (1999) 12)によるWorld Governance Indicatorsの特徴とは大

きく異なる。彼らのガバナンス指標は一人あたりGDPと正の相関が見られる。彼らのガバナンス

指標のように分野を特定しない包括的な指標は、どのような分野で改革が必要になっているのか

具体的に示すことができない。そのようなガバナンス指標に所得との相関が見られる場合、高所

得がガバナンスを改善するのか、良いガバナンスが高所得をもたらすのかについても不明である。

本研究のガバナンス指標は、分野別であるため具体的な政策に生かすことができる点で望ましい

といえる。  

 

 

図(3)-11 教育分野のガバナンス  
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図(3)-12 保健分野のガバナンス  

 

 

（２）所得格差とミレニアム開発目標  

 ミレニアム開発目標の進捗状況を分析した上の研究は、格差が複数分野で進捗状況を妨げてい

ることを示唆していた。ただし、散布図による分析では相関関係の有無については示されても、

それが格差単独の効果を反映しているのか、格差よりも貧困率を介した効果であるのかについて

は不明である。本研究では、貧困率の影響を考慮した上で、所得格差の負の影響を定量的に明ら

かにした。  

 最初に、所得格差の教育分野への悪影響について調査するため、ジニ係数が最終学年まで到達

する生徒の割合に与える影響を推定した。最小二乗法および一般化モーメント法のいずれの推定

方法でも所得格差の影響は有意に負となり、不平等が教育水準に悪影響を及ぼしていることが明

らかとなった。図(3)-13は、係数の推定値からジニ係数と貧困率が教育に与える悪影響の規模を計

算したものである。いずれの期間においても（右の貧困率だけでなく）左のジニ係数が教育に大

きな負の影響を与えている。教育と密接に関わる指標である脆弱な雇用および10代の出産でも同

様に不平等の悪影響が確認された。図(3)-14は、係数の推定値からジニ係数と貧困率が10代の出産

に与える悪影響の規模を計算したものである。この図も、貧困率の効果を考慮したとしても、不

平等に負の効果が存在することを示している。このように不平等は教育の指標に負の効果を持ち、

教育と関係が深い雇用と10代の出産にも負の影響を及ぼしていることが示された。  
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図(3)-13 教育への影響  

 

 

図(3)-14 10代の出産への影響  
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 本研究では、ミレニアム開発目標のすべての目標について、貧困率とジニ係数が指標に与える

効果を推定している。貧困率は対象としたすべての指標に対して有意に負の影響を与えていた。

一方、ジニ係数は、上記の教育に関する指標を除き、ほとんどの指標に対して有意な影響を与え

ていなかった。例外として、目標7の指標である衛生施設および目標8の指標であるインターネッ

ト利用者数に対して負の影響が観察された。図 (3)-15は、係数の推定値からジニ係数と貧困率が衛

生施設に与える悪影響の規模を計算して示したものである。この図は衛生施設の普及が進んだ近

年ほどジニ係数と貧困率の影響が縮小していることを示している。これは、ほとんどの人が利用

できるようになれば負の影響は小さくなることを意味する。図 (3)-16は、係数の推定値からジニ係

数と貧困率がインターネット利用者数に与える悪影響の規模を計算して示したものである。この

図では、図(3)-15とは逆に、近年ほどジニ係数と貧困率の影響が拡大している。注目すべきは、ほ

とんどインターネット利用が普及していなかった時期には効果が小さく、ある程度普及が進んだ

2000年以降に大きな影響が見られることである。  

 

 

図(3)-15 衛生施設への影響  
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図(3)-16 インターネット利用者数への影響  

 

 

 例外的に不平等の悪影響が観察された上の二つの指標はいずれも居住地域のインフラに関わる

ものである。これらの結果は、所得格差の拡大が富裕層と貧困層の居住の分離を促進することと

合わせて考えると以下のような悪循環の存在を示唆している。居住の分離は居住地域による利害

の不一致を引き起こすため、貧困層の居住地域においてインフラ整備が遅れる。その結果、貧困

層は教育だけでなくインフラ整備の恩恵も受けられない劣悪な環境での生活を余儀なくされる。

さらに、その悪影響は居住の分離を通じて次世代にも引き継がれる。このように、平成26年度の

研究では、各国のデータから所得格差が教育とインフラ整備の分野で進捗状況に負の影響を与え

ていることを明らかにした。  

 

（３）所得格差と環境  

 平成27年度の研究では、所得の不平等が環境に与える影響を推定し、不平等がどのようにして

環境に影響を与えるのかについてのメカニズムを明らかにした。最初に、日本国内のデータを用

いて、主要都市における所得格差が大気汚染に与える効果を推定した。二酸化硫黄・窒素酸化物・

浮遊粒子状物質のいずれの指標を用いても、1990年代において所得格差が大気汚染を悪化させて

いることが示された。また、所得水準が大気汚染に与える効果も推定した。1990年代においては、

所得水準が高い地域で大気汚染が改善していることが示された。ただし、2000年以降はそのよう

な効果は小さくなり統計的に有意とならない場合が多かった。これらの結果は、近年は多くの観

測地点で大気汚染が改善していることによって説明可能である。環境の質が人々の健康に影響す

るほど悪い状態であれば、高所得地域では環境への需要が高まり環境規制が強化される傾向があ

る。また、環境需要の高まりを実際の規制につなげるためには住民の企業や行政に対する強い交

渉力が必要だが、そのような交渉力は地域内の所得格差が大きければ弱くなってしまう。そのた
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め、所得格差が大きい地域では環境の質が悪化することになる。しかし、近年では、健康への影

響が無視できるほど環境の質が改善したため、所得水準および所得格差が人々の環境需要に影響

していないと解釈できる。  

 河川の水質に対しては、所得格差の効果は観察されなかった。ただし、大気汚染に対してと同

様に、1990年代に所得水準が高いほど水質が改善される効果が観察された。このように、河川の

水質についても汚染が深刻であった時期には所得水準の効果が確認できた。これは、図(3)-1に示

したように、所得水準が転換点の右側にあれば所得増加が環境改善につながるという逆U字型曲線

を支持する経験的証拠といえる。  

 一方、炭素排出量に対しては、所得格差の効果は観察されなかった。温室効果ガス排出は、他

の大気汚染や河川の水質の問題と異なり、近隣住民に対する直接的な健康被害がないことが原因

と考えられる。健康被害がなければ、地域の環境需要は必ずしも高まらない。その場合、公害防

止協定のような規制導入につながる住民の交渉力も無関係となる。ただし、推定結果は、所得水

準の環境劣化に対する負の効果が近年拡大していることも示している。これは、地球温暖化への

関心が高まり、所得水準が高い地域では住民が温室効果ガス排出に対してより敏感になってきた

可能性を示唆している。  

 これらの結果は、直接的な健康被害につながるような大気汚染の場合のみ、格差が環境劣化に

つながることを示している。したがって、所得格差が住民の交渉力を弱め、結果として環境劣化

につながるという仮説と整合的である。ただし、このような所得格差と環境の関係は他の仮説に

よっても説明可能である。集計の問題に注目したHeerink et al. (2001)13)およびグリーン財の開発を

考慮したVona and Patriarca (2011)  14)の仮説によっても、格差拡大が環境劣化を引き起こすことは説

明可能である。したがって、上で示した結果のみでは住民の交渉力による説明を支持するには不

十分である。  

本研究では、住民の交渉力が環境の質に影響しているかどうかを明らかにするために、以下の

図(3)-17のような測定地点別のデータを利用して、所得格差の影響を調べた。図は上から、二酸化

硫黄・窒素酸化物・浮遊粒子状物質について、測定地点別の大気汚染を示している。各期の棒グ

ラフは、左が住宅地域、中央が商業地域、右が工業地域の値を示している。いずれも、近年ほど

環境の質が改善していること、工業地域よりも住宅地域において環境の質が高いことを示してい

る。これらの測定地点別の大気汚染のデータを用いて所得格差の影響を調べたところ、住宅地域

で格差拡大による環境劣化の大きな効果が観察された。上で示したような健康被害が明確なほど

所得格差の効果が大きくなるという結果からは、格差の効果は環境汚染が深刻な工業地域で大き

くなるはずである。しかし、測定地点別の標本による推定結果は、その予測に反して住宅地域で

格差の効果が大きいことを示している。格差が住宅地域で大きな影響を持つという結果は、住民

の交渉力による仮説でのみ説明可能である。したがって、本研究の結果は、格差と環境の関係が

発生するメカニズムとして、所得格差拡大によって地域住民の交渉力が低下し、公害防止協定な

どの規制導入ができなくなることが重要であることを示している。  
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図(3)-17 地域区分別の大気汚染  

 

 

５．本研究により得られた成果  

（１）科学的意義  

 経済開発分野についての本研究では、ミレニアム開発目標では重視されていなかった不平等に

注目し、その環境指標への影響を定量的に把握した。その結果は、不平等が環境の質を悪化させ

るという経験的証拠を示している。格差是正については、SDGsにおいても目標10として取り上げ

られることになったが、これまでその弊害についての経験的証拠が必ずしも明確ではなかった。

本研究の結果は、格差是正を新たな開発目標の一つとして取り上げることの重要性を示す経験的

証拠である。さらに、本研究では格差是正が住民の交渉力を高めることで効果的な環境規制の導

入につながることを示した。この結果は、これまで明らかでなかった格差が環境に影響するメカ
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ニズムを明らかにしたものである。  

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞  

特に記載すべき事項はない。  

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞  

 経済開発分野についての本研究では、日本の都市レベルのデータを用いてSDGsの目標10「格差

是正」が環境の質改善につながるという経験的証拠を示した。また、ここで明らかとなった格差

是正が環境改善につながるメカニズムは、強い住民の交渉力が効果的な環境規制の導入に不可欠

であることを示唆している。住民の交渉力を強化するには、SDGsの目標1「貧困削減」、目標4「教

育」、目標16「ガバナンス」の進捗状況も影響する。図(3)-1に示される環境クズネッツ曲線は転

換点の右側で経済発展と環境の質改善が両立することを示している。言い換えれば、転換点の右

側では持続可能な開発が可能といえる。また、図 (3)-18に示されるように、転換点の位置を左に移

動させることができれば、経済発展と環境の改善が両立する範囲が広くなる。本研究の成果は、

住民の交渉力の強化によって転換点の位置が左に移動することを示している。SDGsの目標1「貧困

削減」、目標4「教育」、目標16「ガバナンス」のいずれも、住民の交渉力強化につながり、転換

点を左に移動させる。このように、SDGsの各目標達成への努力に相乗効果があることが明らかと

なった。本研究は、このようなSDGsの目標間の相乗効果を明らかにしたことで、持続可能な発展

のためのより有効で効率的な環境政策立案に貢献するものである。  

 

図(3)-18：環境クズネッツ曲線と転換点の移動  
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６．国際共同研究等の状況  

特に記載すべき事項はない。  

 

７．研究成果の発表状況  

（１）誌上発表  

＜論文（査読あり）＞  

特に記載すべき事項はない。  

 

＜査読付論文に準ずる成果発表＞  

特に記載すべき事項はない。  

 

＜その他誌上発表（査読なし）＞  

1) H. KASUGA: Kansai University Review of Economics 18, 27-52, (2016), Measuring development 

efforts and progress toward the Millennium Development Goals . 

2) 蟹江憲史 編：『持続可能な世界をめざして 2030年の世界に向けた国連目標』、ミネルヴ

ァ書房（発行予定）  

「第8章環境と経済発展：21世紀型発展へ向けて（執筆担当者：春日秀文・馬奈木俊介」  

 

（２）口頭発表（学会等）  

 1) H. KASUGA: 14th International Convention of the East Asian Economic Association, Chulalongkorn 

University, Bangkok, Thailand, 2014 

  “Inequality, education and regional disparities in Thailand.”  

2) 春日秀文：経済危機と社会資本の役割に関する研究会  (京都大学経済研究所・先端経済理論

の国際的共同研究拠点主催), 広島経済大学 , 2014 年 12 月 20 日  

“Inequality and the Millennium Development Goals,”  

 

（３）出願特許  

 特に記載すべき事項はない。  

 

（４）「国民との科学・技術対話」の実施  

 特に記載すべき事項はない。  

 

（５）マスコミ等への公表・報道等  

 特に記載すべき事項はない。  

 

（６）その他  

 特に記載すべき事項はない。  
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（４）水、エネルギー等社会の存続に関する領域におけるポスト・ミレニアム開発目標と指標の

提示  

 

東京大学  鎗目 雅 

             

   平成25～27年度累計予算額：20,399千円（うち平成27年度：6,472千円） 

                    予算額は、間接経費を含む。  

 

［要旨］  

持続可能なエネルギーに向けた目標の設定に関して、エネルギーのアクセスの確保や、再生可

能エネルギーの割合の増加、エネルギー効率などが強調されている。今後パリ協定で合意された

野心的な目標を達成するためには、革新的なイノベーションを世界的に促進していくことが必要

不可欠である。これまでのサステイナビリティにおけるレジリエンスの役割に関する理論的およ

び実証的な検討を踏まえて、今後持続可能な開発目標の達成に向けて、様々なレベルにおいて具

体的なアクションを起こしていく際に、レジリエンスの概念を取り入れていくことが重要である。

再生可能エネルギーの導入やエネルギー効率の改善において、イノベーションを通じてレジリエ

ンスを高める可能性は非常に大きい。また、レジリエンスの評価の範囲をグローバルに広げ、サ

プライ・チェーンにおける間接的なエネルギー利用を含めてエネルギー・システムの検討を行っ

た。貿易に体化した環境負荷の定量化の試みにおいて、多地域間産業連関（MRIO）モデルと構造

経路分析法（SPA）を組み合わせることによって、負荷の総量だけでなく、経路のネットワーク構

造にまで対象を広げることが可能になる。こうした観点から、持続可能な開発に向けた定量的な

分析と指標化、さらにそれに基づいた政策アプローチや、ガバナンスのメカニズムなどを検討し

た。特に、構成要素の多様性をネットワーク全体のレジリエンスに転換するメカニズムや、ネッ

トワーク上の環境変化に応じて柔軟に特化のパターンを変える適応戦略を導き出すことが期待さ

れる。  

 

［キーワード］    

エネルギー、レジリエンス、イノベーション、サプライ・チェーン、ネットワーク・ガバナン

ス 

 

 

１．はじめに  

近年、地球の温暖化を原因とする気候変動がますます顕在化しつつある。世界各国で、平均気

温の最高記録が更新され、異常気象が増えている。集中豪雨や猛暑などの一つ一つの事象が地球

の温暖化に起因すると証明するのは難しいが、地球の温暖化が進むと気候が変動し、その結果、

地球のあちこちで異常気象が生じる確率が上昇することはかねてより指摘されており、そのとお

りに異常気象が生じる頻度が増えていると報告されている 1)。地球の温暖化は、温室効果ガス濃度

が大気中に増加することによって生じる。温室効果ガスには、いくつかの種類があるが、中でも
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割合が多く、温暖化対策の主な対象とされているのが二酸化炭素（CO2）である。  

気候変動に対する緩和策を行っていく上で、二酸化炭素の排出をどれほど減らすことができる

かが極めて重要である。二酸化炭素排出は人類のエネルギー利用と密接にかかわっており、また、

エネルギー利用は人々の暮らしや経済活動の根幹を成していることから、エネルギー利用と気候

変動への取り組みは、持続可能な発展の中でも中核的な役割を果たす。気候変動対処の際に考慮

されるべきリスクの議論を整理し、特にこれらの気候変動リスクの減少を目指すための今後のエ

ネルギー利用のあり方について検討することが必要不可欠である。特に、レジリエンスの強化を

目指した考え方を取り入れていくことが重要と考えられる。  

 

２．研究開発目的  

本研究では、エネルギー資源分野におけるポスト・ミレニアム開発目標と指標の提示に向けて、

この分野における既存の提案を整理し、それに基づいて、これまでに注目されてきた側面と、今

後必要とされる側面に関する検討を行った。さらに、持続可能な開発におけるレジリエンスに関

する基礎的な議論を踏まえて、理論的及び実証的な検討を行った。そうした観点から、定量的な

分析と指標化、さらに将来に向けた政策インプリケーションなどを検討した。  

 

３．研究開発方法  

エネルギー資源分野におけるポスト・ミレニアム開発目標と指標の提示に向けて、サステイナ

ビリティという概念に関する議論に関して、学術論文などを中心にして整理を行った。特に持続

可能性を効率性とレジリエンスのバランスとして捉え、レジリエンスは多様性と連結性に依存す

るという形で理解する可能性を検討した。  

グローバルなレベルにおいて、開放経済下におけるネットワーク型のエネルギー・システムの

レジリエンスの可能性を検討した。グローバルなサプライ・チェーンを介した間接的なエネルギ

ー利用の制御を通じて、レジリエンスを確保する利用のあり方を検討した。実証面に関して、多

地域間産業連関（MRIO）モデルと構造経路分析法（SPA）を用いて、サプライ・チェーンに体化

したエネルギー利用による環境負荷とその経路を推計し、現実のエネルギー利用のネットワーク

構造が国・グローバルレベルのレジリエンスと持続可能性に及ぼす影響を議論した。  

 

４．結果及び考察  

（１）持続可能なエネルギーに向けた目標設定  

これまで持続可能なエネルギーに向けた議論において、様々な組織や団体から提案がなされて

きた。主要なものとしては、以下のような提案が挙げられる。  

International Year of Sustainable Energy for All (2012)  

Decade of Sustainable Energy for All (2014-2024) 

UN Secretary-General’s High Level Panel on the Post-2015 Development Agenda (HLP) 

UN Sustainable Energy for All (SE4ALL) 

Global Thematic Consultation on Energy and the Post-2015 Development Agenda 

Save the Children 

United Nations Global Compact 
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Monash Sustainable Institute, Stockholm Resilience Centre, et al. (Nature)  

Sustainable Development Solutions Network 

European Commission in a Communication to the European Parliament  

A Head of State/Government level event on Sustainable Energy for the Least Developed Countries  

World Health Organization 

UN-Energy 

 

これまでに様々な個人や組織から行われている提案においては、エネルギー分野では主に、全

ての人へのエネルギーへのアクセスを確保する  (Accessibility) 、エネルギー効率を上げる  

(Efficiency)、再生可能エネルギーの割合を増加させる  (Renewables) ということが議論されてきた。 

持続可能な開発における持続可能エネルギーの本質的な重要性については、国連総会での「す

べての人のための持続可能エネルギーの国際年」（2012年）や、「すべての人のための持続可能

エネルギーの10年」の宣言によって、国際的に認知されるようになった。国連事務総長による「す

べての人のための持続可能エネルギー」(SE4ALL) イニシアティブ  では、2030年に向けて、近代

的なエネルギー・サービスへの普遍的なアクセスを確保すること、グローバルなレベルでエネル

ギー効率の改善率を倍増すること、及びグローバルなエネルギー・ミックスにおける再生可能エ

ネルギーの比率を倍増することの3つの目標が掲げられた2)。  

2015年9月にニューヨーク国連本部にて採択された「持続可能な開発のための2030年アジェンダ」

では、目標7として「全ての人々に対して、安価で信頼性のある持続可能で近代的なエネルギーへ

のアクセスを確保する」ことが掲げられた。より具体的には、以下のターゲットが定められた。  

 

7.1 2030年までに、安価で信頼性のある持続可能で近代的なエネルギー・サービスへの普遍的なア

クセスを確保する。  

7.2 2030年までに、グローバルなエネルギー・ミックスにおける再生可能エネルギーの比率を大幅

に引き上げる。  

7.3 2030年までに、グローバルなエネルギー効率の改善率を2倍にする。  

7.a 2030年までに、再生可能エネルギー、エネルギー効率、先端的なクリーン化石燃料技術を含め

たクリーン・エネルギー研究と技術へのアクセスを促進するための国際協力を強化し、エネルギ

ー・インフラとクリーン・エネルギー技術への投資を促進する。  

7.b 2030年までに、開発途上国、特に後発開発途上国、小島嶼開発途上国、内陸開発途上国の全て

の人々に対し、それぞれの支援プログラムに沿って、近代的で持続可能なエネルギー・サービス

へのアクセスを供給するために、インフラを拡大し技術を向上させる。  

 

エネルギーへのアクセス、再生可能エネルギー、エネルギー効率の重要性は、これまで世界的

に多くの専門家や組織が指摘してきたことでもあり、最終的に持続可能な開発目標  (SDGs) の中

に取り入れられることになった。一方、レジリエンスに関しては、非常に重要な側面にも関わら

ず、エネルギー・システムの文脈においてはあまり議論がなされていない。特に日本にとっては、

東日本大震災の経験なども踏まえて新しい付加価値を持つ提案を行うことが可能であると考えら

れる。  



 

 

S-11-3-72 

SDGs が採択されてから3か月後の2015年12月、パリで開催された気候変動枠組条約第21回締約

国会議（COP21）では、2020年以降、すべての国が参加する国際枠組みとして、パリ協定が採択

された。京都議定書が採択されて実に18年ぶりの成果となった。パリ協定では、地球の平均気温

を産業革命前と比べて２℃以内に抑えることを目指し、また、１．５℃以内を目指す努力を追求

することが明記された。この目標を踏まえて、緩和策と適応策、損失・損害に関する規定が定め

られている。緩和策では、各国が示した2020年以降の排出量目標（約束草案）に向かって政策を

実施していくことや、５年ごとに目標を見直すことが決められた。適応策では、適応計画を策定

し、実施していくことが求められた。損失・損害については、「損失・損害のためのワルシャワ

国際メカニズム」をベースに今後議論を続けていくことになった。  

持続可能なエネルギーに向けて、エネルギー・アクセスの確保、再生可能エネルギーの普及、

エネルギー効率の改善が、基本的な 3 つの目標として設定された。今後グローバルなレベルで気

候変動に対する緩和策を進めていく上で、エネルギーに関するこの目標が、気候変動枠組み条約

で行われてきた議論、特にパリ協定で正式に合意された気候変動を 2 度以内に抑えるという目標

に見合ったものであることが必要である。最近の研究によると、エネルギー効率改善と再生可能

エネルギー普及に関する目標は、気温上昇幅 2℃以内抑制目標にも整合的であることが示唆され

ている（図(4)-1）。  

 

図(4)-1 エネルギー効率性・再生可能エネルギー目標と気候変動 2 度以内抑制目標 3) 

 

その一方で、気温上昇幅 2℃以内の目標を達成するためには、今世紀末までには温室効果ガス

の排出量を正味でゼロにまで持っていく必要がある（図 (4)-2）。気候変動の目標を 1.5 度以内とし

た場合には、今世紀中ごろまでには正味排出量をゼロにしなければならないと推定されている 4)  
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図(4)-2 温室効果ガス排出シナリオ 5) 

 

しかしながら、各国が COP21 に向けた提出した気候変動対策である「約束草案」(INDC) を実

施した場合、それらを合わせた地球全体の排出量は、最も費用が少ない 2℃以内シナリオで想定

される水準と比較しても、かなり高いレベルとなってしまう。そのギャップは、2025 年時点で約

90 億トン CO2、2030 年時点では約 150 億トン CO2 に達すると予想されている（図(4)-3）。  

 

 

図(4)-3 2025 年及び 2030 年における各国約束草案 (INDC) に基づく世界排出量と気候変動

2 度以内抑制目標の比較 6) 



 

 

S-11-3-74 

 

（２）エネルギー分野におけるイノベーション  

パリ協定で合意された野心的な目標を達成するためには、今後革新的なイノベーションを世界

的に促進していくことが必要不可欠である。パリ協定においては、イノベーションを実現するこ

とが、気候変動に対処しながら経済成長と持続可能な開発を進めていくことが取り入れられてい

る  7) 

パリ協定 10 条 5 項：イノベーションを加速・奨励・実現することは、気候変動に対して効果的

で長期的な対策をグローバルなレベルで行い、経済成長と持続可能な開発を促進する上で極めて

重要である。このような努力は、研究開発への共創的なアプローチや特に技術サイクルの早期の

段階における技術へのアクセスを容易にするために、技術メカニズムや金融メカニズムによって

サポートされる。  

各国から提出された約束草案  (INDC) では、今後優先的に対策を行う予定としている分野とし

て、主に再生可能エネルギー、エネルギー効率、運輸などが挙げられている 6)。特に再生可能エ

ネルギーに関しては、固定価格買い取り制度、投資プログラム、グリッド・インフラの改善など

によって、クリーン・エネルギーの比率を上げることが多くの国において意図されている。また、

エネルギー効率に関しては、エネルギー生産・輸送インフラの近代化や、スマート・グリッドの

促進、産業プロセスにおける効率改善、省エネルギー基準などを実施することが挙げられている。

持続可能な運輸も重視されており、公共交通の改善や、非効率な自動車の輸入の制限、燃費基準

の活用などの手段が考えられている。  

これから 2040 年にかけて、日本、米国、欧州などの先進国ではエネルギー消費が減少すると見

込まれるのに対して、開発途上国、特に中国やインドではエネルギー需要が大きく伸びることが

予想されている（図(4)-4）。したがって、今後こうした国々において排出削減をどれほど進める

ことができるかが、グローバルなレベルで気候変動への緩和策を実行する上で大きな鍵となる。  

 

図(4)-4 各地域におけるエネルギー需要の変化（2014 年－2040 年）7) 
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ここで指摘したいのは、COP21 にてパリ協定が採択された背景として、排出削減と持続可能な

経済発展との関連性に対する考え方が、京都議定書が交渉された 18 年前とは大きく変わってきて

いることがある。世界最大の排出国である中国と米国は、どちらも今まで排出削減の議論に対し

てむしろ最も消極的な国々だったが、今回はけん引役に回っている。2014 年 11 月、米中は、他

の国に先駆けて、それぞれ 2025 年、2030 年の目標を発表した。このような背景には、排出削減

を経済的な負担と考えるのではなく、新たなビジネスの契機としてとらえる考え方が芽生えてい

ることがわかる。  

中国では、二酸化炭素排出削減は省エネ対策でもあり、省エネは経済的にもコストダウンにつ

ながる。石炭火力発電所や冬季の暖房用の石炭利用、自動車の利用拡大によって現在深刻な状況

にある大気汚染の改善のためには、エネルギー効率改善など二酸化炭素排出抑制にも資する対策

が効果的である。また、太陽光や風力を中心とした再生可能エネルギーの導入が中国で急速に進

んでおり、2014 年には 833 億ドル、日本円にして 9 兆円以上に達している（図(4)-5）。COP21 に

向けて中国から提出された約束草案によると、2030 年までに二酸化炭素の排出がピークに達する

ことになっているが、こうした状況を反映して、実際には中国における排出量はそれよりも早く

減少し始めるのではないかと考えられている 8) 。  

 

 

 

図(4)-5 世界各地域における再生可能エネルギーへの投資額（単位：10 億ドル）9) 

 

他方、米国では、シェールガスの利用拡大に伴い石炭火力発電の競争力が減退し、その間に再

生可能エネルギーの価格が十分に下がってきている。再生可能エネルギーの不安定性をカバーす

るために、ディマンドレスポンス（電力需要量を電力供給量にあわせる対策）に向けた多様なサ

ービスが拡大している。  

 このような状況の下、無理して排出削減するというのではなく、他国よりいち早く排出削減

技術を普及させた企業や国が市場を制すると考えられるようになっている。排出削減に投資する
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ことを、リスクではなく機会ととらえられるようになる時、国際条約でギリギリと排出削減目標

の水準について交渉しなくても済む時代に移ったと判断できるだろう。ただし、現時点ではまだ

過渡期であり、排出削減をリスクとして捉える認識が強いことから、依然として各国の自主性に

任せているだけでは低炭素社会は構築できない。COP21 で合意されたおおまかな枠組みの下で、

低炭素な技術や社会にいち早く投資しようとする者のリスクを軽減し、投資者が得をするような

インセンティブ作りが不可欠である。  

特に、インドでは今後エネルギー需要が大幅に増加することが見込まれるが、そのかなりの部

分を石炭を中心とした化石燃料で賄うことが予想されている（図 (4)-6）。その一方で、再生可能

エネルギーへの投資が、中国などと比べるとまだ低い水準に留まっている（図 (4)-5）。したがっ

て、今後インドのような今後経済発展が予想される開発途上国に対して、再生可能エネルギーや

省エネルギーなどの技術導入に対する投資を促進していくことが強く求められる。  

 

 

図(4)-6 各種燃料への需要の変化（2014 年－2040 年）10) 

 

開発途上国を支援するための資金の観点からは、2009 年 COP15 でのコペンハーゲン・アコー

ドですでに 2020 年までに 1000 億ドルという金額が明示され、それが 2030 年アジェンダのターゲ

ットでも引用された。この金額は官民合わせた金額であるが、金額の大きさそのものよりも、そ

れが効果的に使われることが極めて重要である。低炭素社会の構築に向けた民間企業による投資

がさらなる投資への呼び水となるような手続きとなるよう、今後の緑の気候基金の活動が期待さ

れている。  

さらに、将来の革新的なイノベーションの実現に向けて、国際的な協力や連携を強化していく

ことも非常に重要である。2015 年 11 月には、日本、米国、ドイツ、フランス、イギリス、中国、

韓国、インド、インドネシア、ブラジル、サウジアラビアなどを含めた 20 か国が、ミッション・

イノベーションを共同で立ち上げた 11) 。このイニシアティブを通じて、各国政府によるクリー

ン・エネルギー・イノベーションへの投資を倍増し、民間セクターや産業界のリーダーシップ、
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特に世界的に有力な投資家による Breakthrough Energy Coalition などとの連携を進めていくこと

を目指している。具体的な実施内容  として、政府、民間投資家、技術関係者の協力促進のための

データや技術的知見の共有、技術ロードマップの策定と改善、官民パートナーシップを通じた共

同研究、グローバルなクリーン・イノベーション能力の強化や毎年の情報共有などが挙げられて

いる。  

 

（３）持続可能性におけるレジリエンスの役割  

地球規模におけるエネルギー・水・食料などの資源の供給量、一方で自然環境を損なうことな

く受け入れることのできる環境容量に関わる長期的な制約から、持続可能性（サステイナビリテ

ィ）に関する懸念が世界的に強まっている。地球環境問題の解決には世界的規模の広範な視点か

らの議論が必要であり、そうした問題の原因は極めて複合的なものになってきている。サステイ

ナビリティに関わる問題の多くは、対象とする空間が広範囲に亘るため関係する要素の間の相互

依存関係が非常に複雑であり、かつ次世代を含む長期間に関わるため不確実性が極めて大きいと

いう特徴を持っている。こうした地球レベルでのサステイナビリティに向けた課題として、未来

の環境状態に関する予測の改善、様々な環境変化の観測システムの開発・統合、破滅的な変化の

予測・回避、制度・経済・行動面での適応に加えて、イノベーションの創出が本質的に重要であ

ると認識されるようになってきている 12)。  

サステイナビリティとは、環境、経済、社会の側面を含んでおり、自然・人間・社会の間の複

雑でダイナミックな相互作用に本質的に関わる課題である 13), 14), 15), 16), 17), 18), 19), 20), 21), 22), 23)。その

特徴や性質の理解に向けて、例えば政治学者、海洋生物学者、気候学者らが共同で、複合人間・

自然システム  (Coupled Human and Natural System) という観点から取り組んでいる 24)。各専門分野

を持った研究者がそれぞれの学問分野の概念・方法論を活用しながら、具体的な地域における自

然システムと人間システムの間の複雑な相互作用を検討することで、相互効果、フィードバック・

ループ、非線形性、閾値、レガシー効果、非均一性、強靭性など、サステイナビリティに関する

構造的な特性が明らかになりつつある。  

サステイナビリティに関わる問題の多くは、対象とする空間が広範囲に亘るため関係する要素

の間の相互依存関係が非常に複雑であり、かつ次世代を含む長期間に関わるため不確実性が極め

て大きいという特徴を持っている。これまで個別に細分化された形で成長した知識が、それぞれ

の相互依存性を十分に考慮されずに活用されることになった結果、環境、経済、社会を含めた地

球レベルでのサステイナビリティに影響を及ぼすような状態を生み出している。そうした自然と

人間が複雑な相互作用を行うメカニズムを解明し、システム全体の持続可能性を確保することが

できるような形で、対応を推進していく必要がある。したがって、地球温暖化のような科学技術、

経済、政治、社会などが複雑に絡み合った問題に対処していくためには、個別の既に出来上がっ

た技術を各アクターが単純に導入することだけでは十分ではなく、それぞれの状況・文脈に応じ

て、ローカルな知識を活用しながら、様々な技術的な選択肢の中から改良や修正を継続的に行う

ことによって、長期的な観点からイノベーションを生み出していく必要がある 25)。  

持続可能性を考える上で、レジリエンス  (resilience) は本質的に重要な役割を果たす。あるシ

ステムを様々なコンポーネントがネットワークを形成していると捉え、効率性 (Efficiency)とレジ

リエンス(Resilience)の間のバランスという観点からその持続可能性を捉えることができる 26), 27), 
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28)（図(4)-7）。この場合、効率性とは、システムの機能が長期間に亘って維持されるよう十分組織

化されているようなネットワーク能力のことを指している。一方、レジリエンスとは、システム

外の環境において起こった新たな攪乱や現在進行中の変化へ対応するための柔軟性や行動の多様

性をネットワークが確保していることを示している。システムが効率性に傾きすぎても、またレ

ジリエンスを重視しすぎても、サステイナビリティの観点からは最適ではなくなってしまう。両

極端の状態の間でややレジリエンスに寄っている状態が、実際のシステムにおけるサステイナビ

リティの「実現性の窓」(Window of Viability)となる。  

システムの構造に関する 2 つの変数、具体的には、多様性(Diversity)と連結性(Connectivity)が効

率性とレジリエンスに非常に大きな影響を与える。多様性とは、ネットワークにおけるノードと

しての多様な行為者が存在していることであり、連結性とは、そうした行為者をつなぐルートの

数である。この多様性と連結性は、効率性とレジリエンスに対して互いに反対の効果を持つ。一

般的に言って、多様性や連結性が増大することは、何らかの問題や変化があった際に元の状態に

回復するための可能性を増やすため、システムのレジリエンスは促進される。一方、効率性は無

駄を省くことによって上昇するため、通常は多様性や連結性を減少されることを意味する。近年

の世界的な金融危機においては、アメリカにおけるある限られた金融市場で起こった問題が、瞬

く間にその影響を世界中に広めることにつながったが、この一つの大きな要因として、現在の政

治経済システムにおいては効率性を重視するドライブが強力に作用していることが考えられる。

従って、システムのサステイナビリティを維持していくためには、意図的にある程度多様性と連

結性を確保して、効率性とレジリエンスのバランスを図る必要がある 29)。  

 

 

図(4)-7 効率性とレジリエンスのバランスとしての持続可能性 27) 

 

さらに、サステイナビリティを考える際には、対象とするシステムの階層性を踏まえて、どの

レベルのサステイナビリティを確保しようとするのかを考慮する必要がある 30),31)。通常、システ

ムは多くの階層が存在しており、上位のシステムはその下位であるサブ・システムから成り立っ
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ている。部分の更新は適応や進化の過程において非常に重要な役割を果たしているため、多くの

場合、上位システムのサステイナビリティを確保するためには、下位にあるサブ・システムはむ

しろ常に更新し続けていかなければならない。あるシステムが過剰に長期間に亘って維持される

場合、上位システムのサステイナビリティに依存しながら、下位システムのサステイナビリティ

を掘り崩すことになる。更新サイクルを超えてシステムを維持することによって、より上位のレ

ベルのシステムのサステイナビリティを低下させることにつながる。  

持続可能なエネルギーに向けた目標として、全ての人へのアクセス（目標 7.1）、再生可能エネ

ルギーの普及（目標 7.2）、エネルギー効率の改善（目標 7.3）が挙げられるが、もう一つの側面

としてレジリエンスの確保も非常に重要である 32)。例えば、通常の大規模の集中型発電システム

に関して、自然災害などがあった時にシステムが完全に崩壊しないように、ネットワークへの過

度の依存を避け、ある程度太陽光などによる自家発電の割合を維持するというようなことが考え

られる。また、小規模分散型発電システムや、オフ・グリッドのシステムが世界的に普及しつつ

ある（図(4)-8, 図(4)-9）。特に開発途上国などの文脈において、そうした分散型発電システムの導

入の可能性に関して検討することも必要である 33)。各地域の特性を考慮してエネルギー源の多様

性を確保することも、レジリエンスの向上にとって重要と考えられる。さらに、最近スマート・

グリッドを通じてデマンドをコントロールすることで、省エネルギーとともにレジリエンスを向

上することも可能になってきている。特に日本にとっては、東日本大震災の経験なども踏まえて、

新しい付加価値を持つ提案を行うことができるのではなかろうか。そうした技術システムを世界

規模において導入することで、地球レベルでの温室効果ガスの排出量を削減することができると

同時に、日本が持つ優れた省エネルギー技術を国際展開する可能性も開けてくる。持続可能な開

発目標を目指す上でこうした技術を積極的に推進することで、日本のグリーン・イノベーション

のポテンシャルのグローバルなレベルにおける認知と機会の獲得につながることが期待される

34)。 
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図(4)-8 小規模分散型発電能力への投資額の推移（単位：10 億米ドル）9) 

 

 

 

図(4)-9 再生可能エネルギー分野別小規模分散型発電能力投資額（単位：10 億米ドル、2014 年）9) 
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（４）グローバルなエネルギー・システムにおけるレジリエンス  

近年、貿易や経済活動のグローバル化によって、世界の国々が様々なモノのフローを通じて密

接につながっており、グローバルなレベルでエネルギー・システムのレジリエンスを評価するこ

とがますます重要になってきている 35)。各国はエネルギーを直接国外から輸入して使うだけでな

く、他国にあるエネルギーをその場で利用して生産された財を輸入し、それを国内で消費や中間

投入に使用している。グローバル規模で広がる複雑なサプライ・チェーンに体化したエネルギー

利用のネットワークが存在しており、その構造が各国のレジリエンスに大きな影響を与える。通

常、エネルギーの直接の輸入については、その調達経路がもたらす影響が国のセキュリティー戦

略の中で勘案されてきたが、モノの生産において使用されたエネルギーも含めて評価することは

必ずしも行われておらず、意思決定にも十分に生かせていない。しかし、実際には、自然環境、

災害、政治不安など様々な要因によってサプライ・チェーン上のエネルギー供給が滞れば、輸入

中間投入財や食料の価格高騰などを通じて国内にも甚大な影響が及ぶ。したがって、間接的なエ

ネルギー利用のネットワーク構造は、直接的な輸入経路に匹敵する重要性を持っている。  

一つの方法として、直接および貿易に体化されたエネルギーの供給における多様性を定量化す

ることによって、各国のエネルギーのレジリエンスを検証することが可能である 36),37)。具体的に

は、各国の貿易フロー・データと産業連関表を用いて、多地域間産業連関表  (MRIO) を構築し、

グローバルなサプライ・チェーンを介した各国の消費・生産・貿易に体化したエネルギー消費量

（一次エネルギー種別）の多様性を推計する。日本の場合、様々な製品や中間物を世界中から輸

入しているが、特に中国から輸入されたモノを通じて多くのエネルギーを間接的に輸入している。

一方、中国におけるエネルギー生産は大部分が石炭に頼っているため、結果として日本が直接及

び間接的に輸入しているエネルギーの多様性は、通常考えられているよりも低くなっている（図

(4)-10）。またこれによって、日本が輸入しているエネルギーの生産に使われている化石燃料を推

計することが可能になるため、それに伴う二酸化炭素排出量も計測することができる。  

 

 

図(4)-10 日本への輸入に体化されたエネルギーと多様性 36) 
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こうした推計をグローバルなレベルで行うことによって、世界各国のエネルギー・システムの

レジリエンスの検討を行った。一般的にいって、貿易に体化されたエネルギー輸入の地理的な多

様性は、直接的に輸入されたエネルギーに比べて非常に大きくなっている（図(4)-11, 図(4)-12, 図

(4)-13）。また、その多様性の度合いは、国によって大きな差も見られる。これによって、近隣の

少数の国からエネルギー輸入の大部分を頼っているような国が、グローバルなレベルでサプラ

イ・チェーンを多様化することで、その国のエネルギー・システムのレジリエンスを向上させる

ような戦略を検討することができる。間接的なエネルギー供給をどのように選択することで、体

化されたエネルギー貿易ネットワーク全体のレジリエンスが影響されるかを検証することも可能

である。  

 

 

図 (4)-11 生産ベースのエネルギー利用のグローバル多様性 36) 
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図(4)-12 消費ベースのエネルギー利用のグローバル多様性 36) 

 

 

図(4)-13 貿易に体化された消費のためのエネルギー輸入のグローバル多様性 36) 

 

今後、持続可能な開発に向けたエネルギー領域における指標の一つとして、様々な領域におけ

る意思決定において重要な役割を果たすことが期待される。グローバルなレベルにおいては、自

然環境、災害、政治不安など様々な要因による影響に対してエネルギー・システム全体のリジリ
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エンスを高めることが考えられる。例えば、ある国がサプライ・チェーンの中で単一の国のエネ

ルギーに過度に依存している場合、異常気象などのショックに対する脆弱性は高くなる。また、

他の代替的な経路をどの程度持っているか、サプライ・チェーンのどの段階で当該国に依存して

いるのかによっても、各国のレジリエンスは異なる。その一方で、多様な経路を持ち、構造上レ

ジリエンスが高いと評価される国では、国外のショックに備えるための国内の余分な供給源を確

保する必要がない。したがって、こうした様々な特徴を持つ複数の国や地域をネットワーク化す

る間接連結利用が潜在的に大きな価値を持っている。多様な賦存形態を持つ複数のエネルギー資

源を、生産物の貿易関係によって適切にネットワーク化することで、全体として冗長性やリスク

分散による安定化機能を引き出すことが可能になる。  

こうした観点から、持続可能な開発に向けた定量的な分析と指標化、さらにそれに基づいた政

策アプローチや、ガバナンスのメカニズムなどを議論することがこれから重要である。近年、貿

易に体化した国外での環境負荷を評価するために、カーボン・フットプリントなどの指標を通じ

て持続可能性の評価に活用する取り組みも増えてきている。しかしながら、既存の指標は国や産

業、企業ごとの消費や生産に体化した環境負荷の総計を計測することに焦点を当てており、これ

らの環境負荷がグローバルなサプライ・チェーンの中でどのような経路を経て生じているかにつ

いては考慮していない。今後の検討課題として、経路の多様性や経路上の個々のエネルギー源の

多様性など、構成要素の多様性をネットワーク全体のレジリエンスに転換する新たなネットワー

ク・ガバナンスのメカニズムや、個々の国がネットワーク上の環境変化に応じて適応的に特化の

パターンを変える戦略原理、さらに現実のサプライ・チェーンを最適ネットワークの観点から評

価する基準と指標の開発などが考えられる。  

 

（５）持続可能な開発に向けたイノベーションとレジリエンス  

気候変動問題は、地球の保全と人間活動の保全という２つの側面のバランスを保ちながら歩ん

でいくための道を探る課題である。また、このバランスを確保するにあたっては、すでに豊かに

なった先進国と、これからゆたかになろうとしている途上国との間のバランスにも配慮すること

が必要不可欠である。これらの意味で、気候変動問題は、持続可能性に関する一連の議論と性質

を同じくする。  

持続可能性の議論では、これらのバランスへの配慮に加えて、もう一つ、現世代と将来世代の

間のバランスを重視している。現世代が今ある資源を消費してしまうと、将来世代に、質が劣化

してしまった地球だけしか残せなくなる。現世代は、今の消費パターンを見直し、過去の世代か

ら継承されてきたゆたかな恵みのある地球を、できるだけそのままの形で、あるいはよりゆたか

な形で次の世代に受け継いでいく義務を負っている。  

すでに地球は温暖化し始めており、これを今から変えることはできない。これ以上の劣化につ

ながらないよう、また希少なエネルギー資源を使い切ってしまわないようにすることが求められ

る。特に省エネルギーや再生可能エネルギーに関連するイノベーション、及び気候変動の悪影響

に備えた都市づくりなどを含めたレジリエンスの実現に投資していくことが、今後の気候変動や

それに付随する災害リスク削減に向けた対策を行う上で極めて重要である 38)。これらは気候変動

に関わるリスクの軽減につながるものであり、こうした課題に着実に取り組むことで、今後持続

可能な開発に向けて進んでいくことが求められる。  
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５．本研究により得られた成果  

（１）科学的意義  

本研究の意義として、持続可能なエネルギーに向けた目標の設定に関して、エネルギーのアク

セスの確保や再生可能エネルギーの割合の増加、エネルギー効率などに焦点が当てられている一

方、レジリエンスの観点があまり取り入れられていないことが明らかとなった。これまでのサス

テイナビリティにおけるレジリエンスに関する理論的および実証的な検討を踏まえて、今後持続

可能な開発目標の達成に向けて、様々なレベルにおいて具体的なアクションを起こしていくこと

が必要になるが、その際にレジリエンスの概念をどのように取り入れていくことができるかに関

する示唆が得られた。  

また、レジリエンスの評価の範囲を、グローバルなサプライ・チェーンにおける間接的な自然

資本利用とそのネットワーク構造にまで広げて検討を行った。これまで、化石燃料やレアメタル

の直接の輸入については、調達経路のネットワーク構造がもたらす影響が国の安全保障戦略の中

で勘案されてきたが、間接的な自然資本利用まで含むネットワーク構造を考慮に入れた戦略は実

践されておらず、また、戦略立案に資する理論モデルや評価手法なども確立していない。本研究

では、最適ネットワークの要件や形成メカニズム、実証的な評価手法の検討などを通じて、こう

した戦略立案に資する学術的な知見を検討した。こうした成果をもとに、各国が間接的な自然資

本利用のネットワークを適切に形成することができれば、化石燃料など自然資源の直接の輸入や

国内の資源の過剰利用など、直接的な自然資本利用を間接的な自然資本利用によって代替しつつ、

よりレジリエントで持続可能な体制を構築することが可能となる。  

第二は、新たなガバナンスの可能性の提示である。これは主に２つの点で斬新性がある。一つ

目は、構成要素の多様性をネットワーク全体のレジリエンスに転換するメカニズムである。これ

まで、グローバル化と環境問題の関係については、グローバル化が森林破壊などローカルな環境

問題を助長するという負の関係についての指摘が中心であったが、将来期待される新たなガバナ

ンスのメカニズムは、ローカルな多様性がグローバルな安定性を生み出し、グローバルな安定性

がローカルな多様性を育む環境を提供する、というグローバルとローカルの好循環を生み出すこ

とができる。二つ目は、上述のメカニズムの下での個々の国の最適戦略の原理である。リカード・

モデルなど従来の貿易理論が想定する特化の戦略は、貿易相手国との技術の違いや資源賦存量の

違いから生じる比較優位に対応した固定的な特化を想定していた。しかし、直接の貿易相手国以

外も含む自然資本の短期的なショックがサプライ・チェーンにもたらす影響をモデルに組み入れ

ることで、ネットワーク上の環境変化に応じて柔軟に特化のパターンを変えるポリバレントな適

応戦略を導き出すことが期待される。  

第三は、国際貿易理論とネットワーク理論の融合の試みである。経済理論とネットワーク理論

との融合については、数は少ないものの、1990年代以降、産業組織論や交通経済学の分野で少し

ずつ蓄積が増えてきている。しかし、ヘクシャー・オリーンモデルや重力モデルなど主要な貿易

モデルにネットワーク理論を組み込む試みは、ここ数年で始まったばかりである。特に最近注目

されている新しい定量的貿易モデル（new quantitative trade model）を用いた多段階生産ネットワー

クのモデルを参考にしながら、これに自然資本の特性に関する多様性を組み入れることが重要に

なると考えられる。  



 

 

S-11-3-86 

第四は、貿易に体化した環境負荷の定量化の試みについて、負荷の総量だけでなく、経路のネ

ットワーク構造にまで対象を広げたことである。近年、貿易に体化した国外での環境負荷を評価

するために、エンボディド・カーボンやバーチャル・ウォーターなどの新たな指標を構築し、持

続可能性の評価に活用する取り組みも増えてきている。しかし、これらの既存の指標は、いずれ

も、国・産業・企業ごとの消費や生産に体化した環境負荷の総計を計測するだけで、これらの環

境負荷がグローバルなサプライ・チェーンの中でどのような経路を経て生じているかを明らかに

するものではない。多地域間産業連関（MRIO）モデルと構造経路分析法（SPA）を組み合わせる

ことによって、経路の実証分析が可能になっている。  

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞  

特に記載すべき事項はない。  

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞   

開放経済下において、消費者や企業は、自然資源を直接国外から輸入して使うだけでなく、他

国にあるエネルギー源、水、土地などの自然資本をその場で利用して生産された財を輸入し、そ

れを国内で消費や中間投入に使うことができる。特に、グローバル規模で広がる複雑なサプライ・

チェーンにおいては、サプライ・チェーンに体化した自然資本利用のネットワークとしての構造

が、国・グローバルレベルのレジリエンスを規定すると考えられる。例えば、複数の国・産業が

それぞれのサプライ・チェーンの中で単一の国の自然資本に依存している場合、異常気象などの

ショックに対する全体の脆弱性は高くなる恐れがあるし、他の代替的な経路をどの程度持ってい

るか、サプライ・チェーンのどの段階で当該国に依存しているのかによっても、各国のレジリエ

ンスは異なってくる。多様な経路を持ち、構造上レジリエンスが高いと評価される国では、国外

のショックに備えるための国内の余分な供給源を確保する必要がなく、自然資本の過剰利用も起

こりにくいとも考えられる。  

化石燃料やレアメタルの輸入については、調達経路のネットワーク構造がもたらす影響が国の

安全保障戦略の中で勘案されているが、上述のような、間接的な自然資本利用については、サプ

ライ・チェーンのネットワーク構造がもたらす影響は国レベルでは考慮されていない。しかし、

実際には、自然災害によってサプライ・チェーン上の国のエネルギー供給や水利用が滞れば、輸

入中間投入財や食料の価格高騰を通じて国内にも甚大な影響が及ぶことから明らかなように、間

接的な自然資本利用のネットワーク構造は、直接的な資源輸入経路のネットワーク構造に匹敵す

る重要性を持っている。  

今後行政において活用が期待される成果としては、１）経路の多様性や、経路上の個々の自然

資本の多様性など、構成要素の多様性をネットワーク全体のレジリエンスに転換する新たなネッ

トワーク・ガバナンスのメカニズムや、２）こうしたガバナンスの下での個々の国の最適戦略の

原理、特に、ネットワーク上の環境変化に応じて適応的に特化のパターンを変えるポリバレント

な戦略原理を抽出すること、さらに、３）現実のサプライ・チェーンを最適ネットワークの観点

から評価する基準と指標を確立すること、などが考えられる。  

 



 

 

S-11-3-87 

６．国際共同研究等の状況  

特に記載すべき事項はない。  
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1) 高校生ワークショップ「持続可能な開発目標（SDGs）とポスト2015年開発アジェンダ」（2015

年7月17-18日、沖縄尚学高等学校）  

 

（５）マスコミ等への公表・報道等  

1) PV Magazine (News, March 14 (2016), Tough times continue for Japan's nuclear industry. ) 

2) Hannoversche Allgemeine Zeitung (February 19 (2016), Die Stadt der Alleswisser: Besuch in der 

Smart City.) 

3) PV Magazine (78538 (2), 16-19 (2016), A platform for reform: Japan has made it again. ) 

4) PV Magazine (News, January 27 (2016), UK awards £40 million in funding to boost EVs. ) 
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[Abstract] 
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Infrastructure, Network governance, Sustainability 
 

The study consisted of the following four sub-themes. Sub-theme (1) was “to present 
targets and indicators for the post-2015 development agenda in the education sector”, 
sub-theme (2) was “to present target and indicators for the post-2015 development agenda 
in the health sector”, sub-theme (3) was “to present target and indicators for the post-2015 
development agenda in the economic development sector”, and the sub-theme (4) was “to 
present target and indicators for the post-2015 Development agenda in the water and 
energy sector”. The study aimed to conduct a rigorous review of both theoretical and 
empirical literature to identify the effective ways for implementing and promoting the 
post 2015 development agenda in a comprehensive and cross-sectoral manner. 

The sub-theme (1) focuses on the role of education as a strategic means for the 
implementation and promotion of the Sustainable Development Goals (SDGs). The study 
reviewed a new learning approach such as transformative and progressive pedagogy to 
acquire knowledge and skills to deal with various and complex global risks faced by the 
modern society. As a result, we suggest the importance of having every human being 
foster multiple ‘literacies’, as for the approaches to comprehend both cognitive and 
non-cognitive capacity, could be necessary for dealing with the complex challenges 
surrounding people both individually and collectively. Furthermore, as an effective 
approach to improve the quality of education, our study suggest integration of Education 
for Sustainable Development (ESD) perspectives and cultivation of citizenship education 
for achieving sustainable development. To attain higher quality of education, we 
emphasize on the need for promoting ESD to a variety of stakeholders and policy makers 
at all levels.  

The subtheme (2) focuses on the issue of health resilience which was not stated in 
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Millennium Development Goals (MDGs). Through a rigorous review of the health and 
food related problems across the world, our study indicated that changes in living 
environment by modernization may closely be related to obesity, diabetes, and high blood 
pressure; particularly in developing countries. It also addressed the issue of ‘double 
burden’ of malnourishment, which is defined as both under-nutrition and obesity, 
occurring simultaneously. In order to tackle such problems the study emphasize the 
importance of acquiring ‘health literacy’ for achieving food and health –related goals. 

The sub-theme (3) focuses on income inequality. We provide empirical evidence that 
income inequality hinders not only economic development but also the development of 
social sectors such as education and health. We find that development efforts in many 
sectors increase after the MDGs but this does not necessarily contribute to outcomes. 
Then we estimate the impact of income inequality using the MDG indicators. The 
estimation results show that inequality affects some of the MDG indicators even after 
controlling for the poverty headcount ratio. We also investigate whether inequality affects 
environmental degradation by using city-level data for Japan, where local governments 
have limited authority and often use voluntary agreements with private firms. Our results 
show that inequality negatively affected air quality in residential and commercial areas 
during the 1990s but not in industrial areas. This evidence supports our view that 
community pressures play an important role in altering the emissions of private firms. 
This implies that local governments can reinforce environmental regulations by reducing 
income inequality within regions. 

The sub-theme (4) examine challenges and possibilities for network governance in terms 
of natural capital. The fundamental link between sustainable development and sustainable 
energy has been recognized internationally. In addition to the three aspects of promoting 
access, renewables, and efficiency, the study emphasize the importance of considering the 
dimension of resilience in energy systems. In line with the increasing globalization of 
trade, there remains a critical knowledge gap on the link between embodied energy in the 
production and consumption of traded goods. To bridge this knowledge gap, the study 
focuses on the resilience and sustainability of global energy systems. It examine how a 
network structure of natural capital utilization actually influences on resilience of global 
embodied energy at a national and global level by estimating environmental burden and its 
route with natural capital utilization integrated to supply chain by use of Multi-Regional 
Input-Output (MRIO) model and Structural Path Analysis (SPA).   
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